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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(1）連結経営指標等 　      

売上高 (百万円) 452,726 514,867 626,316 679,822 745,259

経常利益 (百万円) 58,045 71,828 90,196 67,319 74,468

当期純利益 (百万円) 33,386 41,842 55,306 41,201 46,634

純資産額 (百万円) 223,114 261,090 321,464 367,610 385,593

総資産額 (百万円) 389,525 443,264 556,934 604,208 595,972

１株当たり純資産額 （円） 1,360.71 1,583.77 1,943.73 2,192.29 2,297.12

１株当たり当期純利益 （円） 197.99 252.72 332.30 248.33 280.07

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） 197.93 252.58 331.72 248.01 279.82

自己資本比率 （％） 57.3 58.9 57.7 60.4 64.2

自己資本利益率 （％） 14.5 17.3 19.0 12.0 12.5

株価収益率 （倍） 28.9 22.2 30.1 22.3 15.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 46,268 56,067 84,525 63,032 101,595

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △31,312 △49,171 △55,365 △77,285 △61,468

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △39,169 △9,154 △1,010 879 △27,648

現金及び現金同等物の期

末残高
(百万円) 48,544 48,278 86,684 74,551 79,238

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（名）

11,618

(1,435)

13,871

(2,207)

21,527

(5,083)

24,776

(6,553)

25,852

(7,366)

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(2）提出会社の経営指標等      

売上高 (百万円) 278,024 322,250 378,922 400,339 481,799

経常利益 (百万円) 44,712 58,530 69,193 42,832 43,653

当期純利益 (百万円) 27,671 36,780 34,392 21,783 35,827

資本金 (百万円) 26,783 26,783 26,783 26,783 26,783

発行済株式総数 （千株） 173,758 173,758 173,758 173,758 173,758

純資産額 (百万円) 191,647 223,022 254,103 274,240 297,405

総資産額 (百万円) 290,970 336,631 396,513 432,411 458,861

１株当たり純資産額 （円） 1,169.63 1,353.89 1,537.82 1,644.52 1,780.09
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回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当

額）

（円）

　

40.00

(17.00)

50.00

(25.00)

60.00

(30.00)

70.00

(35.00)

80.00

(40.00)

１株当たり当期純利益 （円） 164.82 223.25 207.49 131.29 215.17

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） 164.77 223.13 207.13 131.12 214.98

自己資本比率 （％） 65.9 66.3 64.1 63.3 64.6

自己資本利益率 （％） 13.9 17.7 14.4 8.3 12.6

株価収益率 （倍） 34.7 25.2 48.1 42.1 19.6

配当性向 （％） 24.3 22.4 28.9 53.3 37.2

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（名）

2,892

(661)

2,958

(724)

3,187

(769)

3,490

(773)

4,141

(884)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　純資産額の算定にあたり、第142期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 沿革

大正７年10月 電気絶縁材料の国産化を目的として日東電気工業㈱を設立（東京・大崎）

昭和16年12月 茨木工場操業

昭和21年７月 本社を茨木市に移転

昭和21年10月 ブラックテープの製造開始、テープ事業に進出

昭和36年２月 乾電池、磁気テープ部門を分離独立させ、マクセル電気工業㈱（現・日立マクセル㈱）として発足

昭和37年５月 豊橋事業所操業

昭和37年８月 株式を東京、大阪両証券取引所市場に上場

昭和41年10月 半導体封止材料の製造開始

昭和42年９月 関東事業所操業

昭和44年１月 NITTO DENKO AMERICA,INC.設立（現・連結子会社）

昭和44年10月 亀山事業所操業

昭和44年12月 NITTO DENKO（TAIWAN）CORPORATION設立（現・連結子会社）

昭和48年６月 フレキシブル回路基板の製造開始

昭和49年２月 NITTO EUROPE NV 設立（現・連結子会社）

昭和50年４月 ㈱ニトムズ設立（現・連結子会社）

昭和50年４月 液晶表示用偏光フィルムの製造開始

昭和51年４月 高分子分離膜の製造開始

昭和52年３月 医療関連材料の専門工場として東北事業所操業

昭和58年12月 経皮吸収型テープ製剤の製造開始

昭和61年４月 高分子分離膜の専門工場として滋賀事業所操業

昭和62年11月 米国・HYDRANAUTICS買収（現・連結子会社）

昭和63年７月 米国・PERMACEL買収（現・連結子会社）

昭和63年９月 商号を日東電気工業㈱より日東電工㈱へ変更

平成元年１月 NITTO DENKO ELECTRONICS（MALAYSIA）SDN.BHD.設立（現・連結子会社）

平成７年12月 NITTO DENKO (SHANGHAI SONGJIANG) CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成８年２月 液晶表示関連材料の専門工場として尾道事業所操業

平成10年３月 粘着テープ研究所を豊橋事業所内に新設

平成11年１月 日東電工包装システム㈱（現社名　日東電工ＣＳシステム㈱）設立（現・連結子会社）

平成12年10月 連結子会社である日東電材㈱、日交化工材㈱、㈱東洋製作所を統合し日東電工マテックス㈱を設立

平成13年７月 共信商事㈱（共信㈱）に追加出資をおこない子会社化

平成13年７月 NITTO DENKO (SUZHOU) CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成14年８月 NITTO DENKO (CHINA) INVESTMENT CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成14年12月 米国・アコスタシール買収（現・連結子会社　PERMACEL AUTOMOTIVE,INC.）

 平成15年４月 TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成15年７月 米国・エラン・トランスダーマル・テクノロジーズ買収

（現・連結子会社　AVEVA DRUG DELIVERY SYSTEMS,INC.）

平成16年12月 日昌㈱を株式交換により完全子会社化（現・連結子会社）

 平成18年１月 本社機能を大阪市北区に移転 

平成18年９月

平成19年７月

共信㈱を株式交換により完全子会社化 

連結子会社である共信㈱および日東電工マテックス㈱を吸収合併 
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３【事業の内容】

　当社および当社の関係会社（当社、子会社109社および関連会社１社（平成20年３月31日現在）により構成）におい

ては、工業用材料、電子材料、機能材料の３部門に関係する事業を主として行っており、その製品は多岐にわたってお

ります。各事業における当社および関係会社の位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の３部門は「第５　経理の状況　１　(1）連結財務諸表　注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と

同一であります。

（工業用材料）

　当部門においては、接合材料、表面保護材料、シーリング材料、包装材料・機器等を製造・販売しております。

（電子材料）

　当部門においては、液晶表示関連材料、プリント回路材料、電子プロセス材料、半導体関連材料等を製造・販売して

おります。

（機能材料）

　当部門においては、医療関連材料、高分子分離膜、ふっ素樹脂製品等を製造・販売しております。
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事業系統図

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

（注）１　当社は平成19年４月１日付で、日昌㈱、共信㈱および日東電工マテックス㈱を分割会社とし、当社および日昌㈱

を承継会社とする会社分割を行いました。

 ２　当社は平成19年７月１日付で、共信㈱および日東電工マテックス㈱を吸収合併いたしました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（連結子会社）

日昌㈱ 大阪市北区 500

工業用材料

電子材料

機能材料

100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）代理店契約に基づく当社製品の販売。

(4）設備等を賃貸借している。

日東シンコー㈱ 福井県坂井市 482 工業用材料 92.6 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）同社電絶テープ類等の購入。
(4）設備等を賃貸している。

㈱ニトムズ 東京都中央区 160 工業用材料 95.8 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）同社製品の半製品の一部を支給。

日東電工ＣＳシステ

ム㈱
愛知県豊橋市 80 工業用材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）当社製品の販売。
(4）設備等を賃貸している。

日東エレクトロニク

ス九州㈱
佐賀県神埼郡 436 電子材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助あり。
(3）当社は同社製造の半導体封止用合成樹脂等
を購入。

NITTO AMERICAS,

INC. 

Pleasant 

Prairie 

U.S.A. 

 千米ドル

1,024
持株会社 100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助あり。
(3）米国における統括機能 

PERMACEL

Pleasant 

Prairie

U.S.A.

千米ドル

970
工業用材料

100.0

(100.0)
－

(1）役員の兼任等　有
(2）持株会社を通じての資金援助あり。
(3）北米における当社製品の販売。
(4）同社製品の半製品の一部を支給。

HYDRANAUTICS
Oceanside

U.S.A.

千米ドル

511
機能材料

100.0

(100.0)
－

(1）役員の兼任等　有
(2) 持株会社を通じての資金援助あり。
(3）北米における当社製品の販売。
(4）同社製品の半製品の一部を支給。

NITTO EUROPE NV Genk,Belgium
千ユーロ

6,198

工業用材料

電子材料
100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）同社製品の原材料の一部を支給。
(4）欧州における当社製品の販売。

NITTO DENKO 

(TAIWAN) 

CORPORATION

台湾

高雄市

千新台湾ドル

404,997

工業用材料

電子材料

100.0

(12.0)
－

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）台湾における当社製品の販売。
(4）同社製品の原材料および半製品の一部を支
給。

NITTO

DENKO(SHANGHAI

SONGJIANG)

CO.,LTD.

中国

上海市

千人民元

342,867

工業用材料

機能材料
100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）中国・香港における当社製品の販売。

NITTO DENKO(HK) 

CO.,LTD.
Hong Kong

千香港ドル

13,826

工業用材料

電子材料
100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）香港・台湾・中国における当社製品の販売。

NITTO

DENKO(SHANGHAI

PUDONG

NEW AREA) CO.,LTD.

中国

上海市

千人民元

25,325

工業用材料

電子材料

100.0

(24.5)
－

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）同社製品の半製品の一部を支給。

SHANGHAI NITTO 

OPTICAL CO.,LTD.

中国

上海市

千人民元

26,486
電子材料

100.0

(24.5)
－

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）中国における当社製品の加工および販売。
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名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

NITTO DENKO

(SUZHOU)CO.,LTD.

中国

蘇州市

千人民元

370,902
電子材料

100.0

(65.8)
－

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）同社製品の半製品の一部を支給。

KOREA NITTO 

OPTICAL CO.,LTD.

韓国

平澤市

百万韓国ウォン

29,768
電子材料 80.4 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助あり。
(3）韓国における当社製品の加工および販売。

NITTO DENKO(CHINA)

INVESTMENT CO.,LTD.

中国

上海市

千人民元

253,435
持株会社 100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）中国における統括機能。

TAIWAN NITTO 

OPTICAL CO.,LTD.

台湾

台中市

千新台湾ドル

567,503
電子材料

100.0

(3.6)
－

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）台湾における当社製品の加工および販売。

NITTO

DENKO(SHANGHAI)

ELECTRO-

ENERGY CO.,LTD.

中国

上海市

千人民元

190,935
工業用材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）当社新製品の開発拠点。 

NITTO DENKO FINE

CIRCUIT

TECHNOLOGY

(SHENZHEN) CO.,LTD.

中国

深セン市

千人民元

210,913
電子材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。

SHENZHEN NITTO

OPTICAL CO.,LTD.

中国

深セン市

千人民元

193,526
電子材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。

NITTO DENKO 

ELECTRONICS

(MALAYSIA) SDN.BHD.

Shah Alam

Malaysia

千リンギット

52,500
電子材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）同社製品の原材料および半製品の一部を支
給。

(4）マレーシアにおける当社製品の販売。

NITTO DENKO 

(SINGAPORE) 

PTE.LTD.

Singapore
千米ドル

1,310

工業用材料

電子材料
100.0 －

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3）シンガポール・マレーシア・タイ・インド
ネシア・インドにおける当社製品の販売。

NITTO DENKO 

MATERIAL(THAILAND)

CO.,LTD.

Ayutthaya

Thailand

千タイバーツ

460,000

工業用材料

電子材料

100.0

(39.4)
－

(1）役員の兼任等　有
(2）資金援助はない。
(3) タイにおける当社製品の加工および販売。

その他81社 　  　   　

(持分法適用子会社) 　  　   　

４社 　  　   　

(持分法適用関連会社) 　  　   　

１社 　  　   　

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　上記子会社のうち、NITTO DENKO (SHANGHAI SONGJIANG) CO.,LTD.、 NITTO DENKO (HK) CO.,LTD.、 

NITTO DENKO (SUZHOU) CO.,LTD.、KOREA NITTO OPTICAL CO.,LTD.、NITTO DENKO (CHINA)

INVESTMENT CO.,LTD.、TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD.、NITTO DENKO (SHANGHAI)

ELECTRO-ENERGY CO.,LTD.、NITTO DENKO FINE CIRCUIT TECHNOLOGY (SHENZHEN) CO.,LTD.、

SHENZHEN NITTO OPTICAL CO.,LTD.、NITTO DENKO ELECTRONICS（MALAYSIA）SDN.BHD.は特定子

会社に該当します。

３　議決権の所有（被所有）割合の（　）内は、間接所有で内数であります。

４　当社より派遣の役員には、当社取締役および執行役員を含みます。

５　売上高（連結子会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超える連結子会社は、次のとおりで

あります。

 （主な損益情報等）

名称
売上高
（百万円）

経常利益
（百万円）

当期純利益
（百万円）

純資産額
（百万円）

総資産額
（百万円）

TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,
LTD.

88,382 3,314 2,595 7,612 34,385
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

　 工業用材料 電子材料 機能材料 合計 

従業員数（名）
7,404

[1,882]

16,635

[4,976]

1,813

[508]

25,852

[7,366]

　（注）１　従業員数は就業人員（使用人兼務役員および当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時

従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーおよび準社員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

4,141[884] 37.7 13.0 7,606

　（注）１　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を

外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーおよび準社員を含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 ４　従業員数が当事業年度末において651名増加しておりますが、平成19年７月１日付で共信(株)および日東電工

マテックス(株)を吸収合併したこと等によるものであります。

(3）労働組合の状況

　労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績  

当事業年度における経済環境は、日本では急激な円高や原油・素材価格の高騰などにより企業収益が弱含みと

なったものの、個人消費がおおむね横ばいで推移しました。米国ではサブプライムローン問題のため景気が減速し

ました。欧州ではその影響を受け景気の回復が緩やかになる一方、アジアでは中国を中心に継続して景気は拡大し

ました。

　このような経済環境のもと、当社グループは、市場が拡大しているＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）業界、

ＨＤＤ（ハードディスクドライブ）や携帯電話などの電子機器業界に液晶表示関連材料、回路材料、工業用材料な

どを拡販しました。また、水環境関連向けの高分子分離膜は好調に推移しましたが、経皮吸収型テープ製剤は、米国

における新製品が未だ医薬品認可に至らなかったため低調でした。なお、当事業年度において、市場のグローバル化

に対応し、販売機能の再編、統合を行いました。

　以上の結果、売上高は前年度と比較し9.6％増（以下の比較はこれに同じ）の745,259百万円となりました。利益

面では、営業利益は12.9％増の77,954百万円、経常利益は10.6％増の74,468百万円、当期純利益は13.2％増の46,634百

万円となりました。 
　

事業の種類別セグメントの業績概況

①　工業用材料

 接合材料は、携帯用電子機器（音楽プレーヤー・ゲーム機など）やＨＤＤ関連部品向け、家電・パソコン向けな

どが東アジアを中心に堅調に推移しました。表面保護材料は、ＦＰＤ業界向け表面保護フィルムが需要増を受け好

調でしたが、自動車塗膜用や金属板用保護フィルムは横ばいでした。シーリング材料は、携帯電話向けで生産調整の

影響を一部受けたものの、薄型テレビ・ゲーム機などの周辺部材向けや自動車部材向けが好調でした。施工材料は、

国内では改正建築基準法施行による影響のため低調でしたが、海外では建築用マスキングテープが堅調でした。部

材加工・仕入品は、仕入品の取扱いが減少したため売上高は減少しました。

　以上の結果、売上高は256,910百万円（4.5％減）、営業利益は27,921百万円（0.3％減）となりました。

 

②　電子材料

 液晶表示関連材料は、液晶テレビ、携帯電話、タッチパネルなどの市場が拡大したことに伴い、大型パネル向けの

補償板付き偏光板やタッチパネル向け透明導電性フィルムなど、当社技術の強みを活かした分野に注力することで

好調に推移しました。半導体関連材料は、環境対策樹脂や先端デバイス用樹脂が順調に推移しましたが、材料費高騰

や為替変動（円高）のため全体では微増となりました。回路材料は、携帯電話向けが低調でしたが、ＨＤＤに代表さ

れるストレージ業界向けは好調に推移したため、全体では好調でした。電子プロセス材料は、半導体製造工程用貼り

合わせ機が期後半からの市場調整のため減速しましたが、半導体製造工程用保護シートやパッケージ用接着シート

が好調に推移し、また小型電子部品向けプロセス材料はデジタル家電の分野で好調でした。

　以上の結果、売上高は432,332百万円（21.1％増）、営業利益は40,852百万円（29.9％増）となりました。

 

③　機能材料

 医療関連材料は、医薬品である経皮吸収型テープ製剤の薬価改定による買い控えおよび他社による気管支拡張用

（喘息用）テープ製剤の後発品発売などの影響、また米国における新製品（高血圧症治療剤と癌性疼痛緩和剤）が

07年度中の医薬品認可に至らなかったこともあり全体として低調でした。高分子分離膜は、生産能力増強と新製品

投入効果により海水淡水化用を中心に欧州、中東や新興国で好調でした。エンジニアリングプラスチック部材は、Ｏ

Ａ・情報機器用の機能部材や自動車部品、電子部品、家電向けなどに多孔質膜材料が堅調でしたが、全体では横ばい

でした。

　以上の結果、売上高は56,016百万円（3.7％増）、営業利益は9,180百万円（4.1％減）となりました。
　

　所在地別セグメントの業績概況

 日本は、高付加価値製品の海外生産移管が進むと同時に設備投資による減価償却費が増加しました。アジア・オ

セアニアは、液晶テレビ、パソコン、ＯＡ機器などの家電・情報電子機器向けに液晶表示関連材料や工業用材料など

が好調に推移しました。特に情報電子機器の薄型化・高機能化に適合した工業用材料は順調に売上を拡大しまし

た。

　その結果、日本は売上高256,288百万円（4.5％減）、営業利益44,969百万円（14.4％減）となりました。アジア・オ

セアニアは、韓国や台湾での液晶テレビ用パネルの生産拡大に伴い、液晶表示関連材料に加えて、関連部材向けに工

業用材料が伸張しました。また、ＨＤＤ向け回路材料が好調に推移したため売上高414,743百万（20.1％増）、営業利

益は27,614百万円（123.0％増）となりました。

　欧州については工業用材料が自動車業界向けや携帯電話関連用途向けに好調に推移した結果、売上高29,172百万円

（22.6％増）、営業利益は2,178百万円(37.2％増)となりました。
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　北米においては、自動車業界向けの事業強化の一環として、製品見直しと一部メキシコへの生産移管を実施しまし

た。高分子分離膜は、欧州、中東などへ海水淡水化用の逆浸透膜が順調に拡販されました。その結果として北米の売

上高は45,054百万円（6.4％増）、営業損益につきましては、昨年度と比較して1,001百万円の増加となり、営業利益は

黒字転換を果たし338百万円となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は79,238百万円となり、前連結会計年度

末より4,686百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は101,595百万円（前連結会計年度は63,032百万円の増加）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益69,090百万円、減価償却費49,617百万円、仕入債務の増加額5,495百万円等によ

る増加とたな卸資産の増加額4,465百万円、法人税等の支払額20,799百万円等による減少の結果であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、減少した資金は61,468百万円（前連結会計年度は77,285百万円の減少）となりました。

これは主に、固定資産の取得による支出66,850百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は27,648百万円（前連結会計年度は879百万円の増加）となりました。

これは主に、配当金12,485百万円の支払いおよびコマーシャル・ペーパーの減少10,000百万円によるものでありま

す。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

工業用材料 147,337 104.1

電子材料 394,811 115.8

機能材料 54,058 108.4

合計 596,207 112.0

　（注）１　金額は、売価換算値によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、おおむね需要動向から見た見込み生産を行い、それ以外の製品については一部受注生産を行って

おりますが、受注生産高の売上高に占める割合の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

工業用材料 256,910 95.5

電子材料 432,332 121.1

機能材料 56,016 103.7

合計 745,259 109.6

　（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対応する割合は、販売実績が総販売実績の100分の10以上の相手が

無いため記載を省略しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

（１）対処すべき課題

　当社グループでは2007年度を「次の成長への準備の年」として、グループ事業構造改革、液晶関連材料に関わる生

産性改革、工業用材料事業のグローバル展開の加速、またそれらを支えるグローバル経営インフラの構築に取り組

んでまいりました。

　2008年度の世界経済は、米国でのサブプライムローン問題発生以降、不透明感が強まっており、日本では円高・ド

ル安、原油や原材料価格の高騰が企業収益を圧迫し、個人消費の動向に陰りが見られます。アジアでは好調を維持し

てきた中国経済が減速することが予想されます。

　事業遂行にあたっては、以下の取組みを重点的に行ってまいります。

 

①工業用材料

2007年度のグループ販売機能統合を受け、テープ事業においては業界やお客様への対応スピードアップを図って

まいりました。今年度はさらにグローバルでの生産体制を強化し、生産能力強化とともに地球環境への負荷低減の

ための投資や低ＶＯＣなど環境対応製品の開発に注力してまいります。

②電子材料

 主力の液晶表示関連事業は、大型液晶パネル市場のコモディティ化を受けて、キャッシュフロー重視の観点から

工程の合理化を含む生産性改革の実行など各種施策を継続して行っていきます。市場が拡大期にあるタッチパネル

用部材については、生産能力の拡大をはかります。半導体関連材料においては九州に新工場を増設し、拡大しつつあ

る環境対応樹脂の需要に対応してまいります。

③機能材料

 医療関連材料においては経皮吸収型テープ製剤の北米・アジアでの強化を行ってまいります。また高分子分離膜

は世界的な水不足のなか省エネルギーという観点から、環境に貢献する海水淡水化や排水再利用向けの受注活動を

グローバルで活発に展開していきます。

　

以上のとおり、製品サイクルの短期化、急激に発展を遂げるＢＲＩＣｓなど顧客のグローバル化、環境に対す

る意識の高まりなどの変化を、チャンスと捉えて事業展開を行ってまいります。

 

（２）会社の支配に関する基本方針について

当社株式の大規模買付け行為に対する基本的な考え方は、以下のとおりであります。

当社は、株式の大量保有を目的とする買付けが行われる場合において、それに応じるか否かは、最終的には株主の

皆様の判断に委ねられるべきものと考えておりますが、一方では高値での売抜け等の不当な目的による企業買収の

存在も否定できず、そのような買収者から当社の基本理念やブランドおよび株主を始めとする各ステークホルダー

の利益を守るのは、当社の経営を預かる者として当然の責務であると認識しております。

現在のところ、当社株式の大量買付けに係る具体的な脅威が生じているわけでなく、また当社としても、そのよう

な買付者が出現した場合の具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）を予め定めるものではありませんが、当社

としては、株主から付託を受けた経営者の責務として、当社株式の取引や株主の異動状況を常に注視するとともに、

株式の大量取得を企図する者が出現した場合には、直ちに当社として最も適切と考えられる措置を講じる方針で

す。 
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響をおよぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあ

ります。

(1）オプティカル事業（液晶表示関連材料）

液晶表示関連材料の市場占有率は世界第１位であり、当社グループの中核をなす事業です。この事業は今後とも

大型液晶テレビの需要増加が期待できます。この市場は多くの企業が参入し厳しい競争が続いております。そこで、

他社より優位な技術を強化するとともに効率的な設備投資を実施することで、業績の拡大を図って行きます。しか

し、顧客であるパネルメーカーの需給バランスの悪化と大幅な価格の下落およびパネルメーカーの再編、競合他社

との価格競争、さらに調達資材メーカーの生産能力不足や原材料の高騰などの影響が生じた場合、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）北米地域での事業展開

北米地域での事業は、高分子分離膜事業や工業用材料の生産性改革により、営業黒字化したばかりの状況です。今

後は高分子分離膜事業、医療関連事業へ注力することや自動車業界向けの製品を拡販することで、更なる収益向上

に取り組みます。しかしながら、米国の個人消費低迷や投資の抑制などによる事業環境の悪化、医療関連事業では経

皮吸収型テープ製剤のＦＤＡ認可の成否、さらには事業の選択と集中を図る上での予期せぬ費用発生などが、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）顧客の財務状況

　当社グループは顧客について十分な信用調査のうえで取引を行っています。しかし、液晶表示関連材料の顧客は他

の事業と比較して、一顧客当たりの債権額が大きいため、もし貸倒れが発生した場合には、回収不能額が多額におよ

ぶ可能性があります。

(4）原材料の購入先 

　当社グループは原材料の一部を特定の購入先に依存しています。購入先を複数にするなど主要原料が購入できな

いリスクを低減するように努めていますが、必要な主要原料が確保できない場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

(5）為替変動など

　当社グループは製造・販売を世界各地に展開しています。このため、為替レートの影響を受けます。当社グループ

は米ドル、アジア通貨、円等を含む主要な通貨間のレートの変動や原油価格の高騰による影響を最小限に止める努

力をしていますが、急激な通貨変動や原油価格の長期的な高騰が続いた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

(6）海外での事業展開

　当社グループは欧米ならびにアジアの各国に事業進出し、エリア毎にマーケティング活動や生産コスト削減を行

うなどグローバルな事業展開を積極的に推進しています。その一方で特にアジア地域については予期しない法令・

税制・規制の変更、輸送遅延や電力停止などの社会インフラの未整備による社会混乱、政治変動、戦争テロなど不可

避のリスクが内在しており、これらのリスクが発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

(7）新製品開発

当社グループが事業展開する分野は、技術革新とコスト競争について厳しい要求があります。そこで、当社はグ

ローバルニッチトップ戦略のもとに新技術や新製品開発、生産プロセス改革に必要な研究開発投資や設備投資をし

ています。しかしながら、マーケットの変化が激しい業界において、変化を予測することは容易ではありません。ま

た他社の新技術や新製品開発により、当社グループ製品が突然予期せぬ陳腐化を起こすこともありえます。これら

予測を超える状況が生じた場合、将来の企業経営に影響を及ぼす可能性があります。

(8）知的財産

　当社グループは多くの知的財産権を保有し、維持・管理しています。しかし、第三者から無効とされる可能性、特定

の地域では十分な保護が得られない可能性や模倣される可能性、訴訟を受ける可能性などもあり、知的財産権の保

護が大きく損なわれた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(9）製品の欠陥

当社グループは国際的な品質管理システムにしたがって製品を製造し、顧客に信頼される品質管理を行っており

ます。当社グループは一部で経皮吸収型テープ製剤のように医薬品として認可を受けている製品もありますが、生

産材の企業間取引が事業の基本です。したがって最終消費者に対して直接的に賠償や回収を行う可能性は少ないと

考えますが、製品の欠陥によるリスクを完全に排除することはできません。生産物賠償責任保険の適用を超える賠

償などが発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

(10）環境問題

　当社グループは環境保全活動を重要な経営方針の一つとして掲げ、廃棄物削減、地球温暖化や大気汚染防止など

社会的責任という観点に立って活動し、これまで重大な環境問題を発生させたことはありません。当社グループは

多量のトルエンを使用していることはＰＲＴＲ(環境汚染物質排出移動登録)やＣＳＲ報告で公表していますが、自

主的に削減計画を作り、実行しています。しかし、あらたな環境規制によっては多額の費用が発生する可能性があ

ります。

(11）法規制

当社グループの事業は日本のみならず海外にも展開しております。事業活動を行なう上では各国の各種法規制

の適用を受けており、これらの遵守に努めておりますが、法規制の強化や大幅な変更がなされた場合には、当社グ

ループの活動が制限されたり、新たなコストが発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(12）事故災害

当社グループは安全第一の方針のもと、事故災害に対して安全対策を実施しております。特に地震については、

日本は発生の確率が高く、一定の地域で大規模地震が発生した場合、地震保険は付保しているものの、その補償範

囲は限定されており、業績への影響を受ける可能性があります。また、世界的な流行が危惧されている新型インフ

ルエンザの大流行があった場合、世界経済への影響も免れず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

(13）退職給付債務

　当社グループの従業員退職給付費用および債務は割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待

収益にもとづいて算出されています。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、そ

の影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および

計上される債務に影響を及ぼし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

（連結子会社との合併）　

　当社は、平成19年４月27日開催の取締役会において、完全子会社である共信㈱および日東電工マテックス㈱を平成19

年７月１日を効力発生日として吸収合併することを決議し、同日付をもってそれぞれ合併契約を締結いたしました。

　なお、当該合併に係る詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項」の中の（企

業結合等関係）をご参照下さい。

６【研究開発活動】

当社グループ（当社および連結子会社）における当連結会計年度の研究開発活動は、「変化をチャンスと捉える発

想」や「グローバルニッチトップ」の風土の中、CTO（Chief　Technology　Officer）を中心とするマネージメント体制

の下、高分子技術を中核にシート・フィルムに付加する新たな価値の提供を目指し、エレクトロニクス・エネルギー

・環境・ライフサイエンスの各分野にわたり、持続的な成長を支えるためのＲ＆Ｄ活動を展開しております。その推

進体制としては、全社技術機能には全社技術部門として基幹技術センター、生産技術開発センター、技術情報センター

等を配置し、事業執行体には各事業部門に研究開発センターや開発部等を配置し、それぞれが密接な連携をとりなが

ら技術立社としての基盤技術の深耕、新製品、新技術の開発に取り組んでおります。また、各関係会社との連携体制は、

事業毎の全体最適を考慮しつつ、主に事業担当の開発部門を中心に推進しております。さらに、全社技術部門としても

「Ｒ＆Ｄのグローバル化」の観点より、国内外の関係会社との間で、Ｒ＆Ｄグローバル会議を開催し、技術情報の共有

化を図るとともに、お互いの密接な連携のもと開発体制の整備と強化を行い、徹底した選択と集中による新製品開発

に取り組んでおります。

当連結会計年度は、将来の事業創出のために開設した米国研究所（非連結子会社・NITTO DENKO TECHNICAL

CORPORATION）の拡充を計画的に推進し、光・バイオ・ナノ技術関係で有望な材料が開発されつつあります。　

また、当連結会計年度の研究開発部門の人員については、当社単独では全社技術機能の全社技術部門としては337

名、事業執行体の研究開発部門としては508名の計845名、グループ全体では1,211名であります。また、当グループが支

出した研究開発費の総額は22,096百万円であります。 なお、各セグメントに直接関連しない全社技術部門の研究開発

費は7,226百万円であります。

事業の種類別セグメントの研究開発活動成果は下記のとおりであります。

（１)工業用材料

エレクトロニクス、自動車、住宅建築分野に対し、高精度化・高機能化・環境対応を重点に技術開発・商品開発を行

いました。主な商品としては、エレクトロニクス材料関係の光学機能性フィルムの保護用テープとして「E-MASKシ

リーズ」の、「MB500」を商品化しました。またFPDパネルなどの表示用電子機器の薄型化に対応したシール、緩衝材

としてクリーン超薄手発泡体「SCF400シリーズ」を商品化しました。 携帯電話用遮光・反射両面テープとして、反発

性向上タイプで薄型の「No.5671E」「No.5672E」を商品化しました。

またフレキシブルプリント回路の補強板固定用両面テープとして、加工性向上タイプ「No.585」を商品化しました。

 タッチパネル固定用途で透明両面テープ「CS9622T（厚さ50μｍ）」「CS9621T（厚さ25μｍ）」「CS9620T（厚

さ12μｍ）」を商品化しました。導電性テープとして，「ニトホイルAT-4125E」と「ニトホイルAT-4125EP」の2種類

を上市しました。

自動車分野に対しては、軽量化・高機能化・環境対応を重点に開発を行い、アクリルフォーム強接着テープ「A3000

シリーズ」および低VOCワイヤーハーネス用PVCテープ「No.2101TV」を自動車用途の品揃えに加えました。

環境対応の商品としては、太陽電池パネルの端面の防水・緩衝用の発泡基材粘着テープを上市しました。 金属加工

時の保護用テープとして、「SPVシリーズ」の非塩ビ系「401K、4001K」を商品化しました。 汎用和紙テープとしてマ

スキングテープ「No.7288」を商品化しました。 また、テープ製品全般の生産にあたって環境に配慮した製造条件を目

指しております。

当連結会計年度における研究開発費の金額は3,930百万円です。 

　

（２）電子材料

液晶テレビのコモディティ化に伴い、価格ダウンが急速に進みました。その中で、当社の延伸プロセス技術をレベル

アップして、生産性改善を実施しました。また、薄型化が進む携帯電話向け製品として、当社の延伸・ラミネート技術

を活かした薄型円偏光板が採用されております。

回路材関係では、薄型ＴＶの液晶ドライバＩＣ実装にも使用できる、超高精細基板を開発しました。当社固有の高精

細配線形成技術を駆使し、仕上がり寸法精度も優れた回路基板です。異物による欠陥を極小化するため、製造環境も従

来品に比べて大幅にクリーン化しております。

さらに、セミアディティブ工法を用いた「フレキシブルプリント回路基板」を開発しました。従来に比べて高精細

な両面配線を実現しました。あわせて、表面と裏面の電気接続に要する面積も削減され、さらなる高密度化が可能にな

りました。

半導体関連材料として、環境対応の半導体封止材として、良好な成形性と信頼性をもった環境対応半導体封止材「

GEシリーズ」の実績が拡大しています。オプトデバイス関係では、LEDの高輝度化に伴い、「NT-800シリーズ」のブ
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ラッシュアップ、およびシリコーンハイブリッドエポキシ系樹脂の実績化を進めています。また、新規光学部材用にUV

硬化型エポキシ樹脂の商品化も行いました。　

電子プロセス材では、主に電子部品の製造工程に使用されている熱剥離シート「リバアルファ」において、台座工

法での台座再利用時の工程効率化のため両面発泡タイプである「NO.3195L-5H」を上市しました。また、半導体用途で

は、主にディスクリートウェハを中心とする小チップデバイスのダイシング工程にレーザーダイシング装置の導入が

進んでおり、そのためレーザーダイシング用のダイシングテープとして「ELP NLD-517-P2」を上市しました。

当連結会計年度における研究開発費の金額は6,711百万円です。  

　

（３）機能材料

医薬品関係では、気管支拡張剤（喘息治療用）の経皮吸収型テープ製剤について中国での輸入承認を取得し、製品

名「阿米迪fi（アミディ）」として上市しました。また、国内向け製剤では、患者の方が「はがす面の認識をしやす

く」し、「はがす方法をわかりやすくする」ためにライナー（はがす側）面にデザイン変更を施しリニューアル化を

図りました。医療衛生材料関係では、高分子発泡ゲル技術を応用したクッション材「エキシボ」を車椅子の患者さん

向けに商品化しました。

膜モジュール関係では、世界最高性能の海水淡水化用低圧ＲＯ「SWC5」が世界中の大型プラントに相次いで採用

され、この実績により本製品は世界的な飲料水不足の緩和に繋がる技術・製品として高い評価を受け「2007年日経優

秀製品・サービス賞」を受賞しました。また、昨年商品化した中国向け4インチスパイラルＲＯエレメント「塩清士」

も順調に売上げを拡大しております。

エンジニアリングプラスチック材料関係では、ＯＡ機器のカラー化に伴いポリイミド製ベルト「ニトミッドシリー

ズ」が堅調に推移しました。ふっ素樹脂の多孔質膜である「TEMISH」は、自動車電装用内圧調整材、家電用途フィル

タ、環境関連業界向けフィルタとして順調に実績が拡大しております。 

当連結会計年度における研究開発費の金額は4,227百万円です。  
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）財政状態

　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という）に比べ8,235百万円減少し、595,972百

万円となりました。流動資産は520百万円増加の315,824百万円、固定資産は8,756百万円減少の280,148百万円となり

ました。

　流動資産の増加は、現金及び預金、その他流動資産が増加したこと等によるものであります。その他流動資産の増

加は、主に為替予約の増加によるものであります。固定資産の減少は、有形固定資産が前期末に比べ2,940百万円減少

したこと等によるものであります。有形固定資産の減少は、一部の海外子会社において固定資産の除却を行ったこ

と等によるものであります。

　当連結会計年度末の負債の合計は、前期末に比べ26,218百万円減少し、210,379百万円となりました。流動負債は

28,885百万円減少の180,536百万円、固定負債は2,667百万円増加の29,842百万円となりました。

　流動負債の減少は、短期借入金及びコマーシャル・ペーパーが減少したこと等によるものであります。

固定負債の増加は、長期借入金が増加したこと等によるものであります。

　当連結会計年度末の純資産の合計は、前期末に比べ17,982百万円増加し、385,593百万円となりました。

　これは、利益剰余金が、当期純利益等により前期末に比べ34,148百万円増加した一方、為替換算調整勘定が、円高等

の影響により、前期末に比べ14,777百万円減少したこと等によるものであります。

(2）経営成績

　当連結会計年度（以下「当期」という）は、売上高は前期比9.6％増の745,259百万円となりました。海外売上高は

アジア・オセアニア向けの液晶表示関連材料等が伸長したこと等により、前期比18.9％増の506,010百万円となりま

した。その結果、連結売上高に占める海外売上高の割合は、前期の62.6％から67.9％に増加しました。

　売上原価は、前期比10.5％増の548,551百万円となりました。売上高に対する売上原価の比率は、原油価格高騰に伴

う原材料コスト上昇等の影響により、前期より0.6ポイント上昇し73.6％となりました。

　販売費及び一般管理費は、前期比3.8％増の118,753百万円となりました。売上高に対する販売費及び一般管理費の

比率は、前期より0.9ポイント低下し15.9％となりました。

　以上の結果、営業利益は前期比12.9％増の77,954百万円となりました。

　営業外損益は、1,718百万円の損失（純額）から、3,486百万円の損失（純額）となりました。これは、主として為替

差損が4,032百万円計上されたことによるものです。

　特別損益は、2,218百万円の損失（純額）から、5,377百万円の損失（純額）となりました。これは、主として固定資

産売却損が201百万円、固定資産除却損が4,927百万円計上されたことによるものであります。

　以上の結果、経常利益は前期比10.6％増の74,468百万円、税金等調整前当期純利益は前期比6.1％増の69,090百万円

となりました。

　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計は、前期の23,447百万円から、当期は21,806百万円となりまし

た。日本における試験研究費に係る税額控除等が増加したこと等により、税効果会計適用後の法人税等の負担率は

31.6％（前期は36.0％）となりました。

　当期純利益は、前期比13.2％増の46,634百万円となりました。１株当たり当期純利益は、前期比12.8％増の280円07銭

となりました。

　なお、事業別の売上および営業利益の概況については、第２ 事業の状況 １．業績等の概要に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における当社グループ（当社および連結子会社）の設備投資は、液晶表示関連材料分野などの成長

分野への投資を中心に総額59,406百万円を実施しました。

　工業用材料事業においては、豊橋事業所の第14工場の増築や生産能力増強を中心に11,387百万円を実施しました。

　電子材料事業においては、尾道事業所および中国子会社における液晶表示関連材料の生産能力増強、亀山事業所にお

けるフレキシブルプリント回路基盤の生産能力増強を中心に41,088百万円を実施しました。

　機能材料事業においては、東北事業所の生産能力増強を中心に3,985百万円を実施しました。

 なお、各セグメントに直接関連しない設備投資は2,944百万円であります。

　当連結会計年度における除却損の金額は4,927百万円であり、主なものは、液晶表示関連設備および研究関連設備に係

るものであります。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

東北事業所

（宮城県大崎市）
機能材料 医療関連材料製造設備 3,468 1,622

1,104

(383,973)
385 6,581 140

[154]

関東事業所

（埼玉県深谷市）
機能材料 ふっ素樹脂製品製造設備 1,655 2,466

1,162

(72,402)
357 5,641 233

[21]

豊橋事業所

（愛知県豊橋市）

工業用材料

電子材料
テープ関連製品製造設備 16,220 18,773

6,281

(354,064)
764 42,039 1,208

[342]

亀山事業所

（三重県亀山市）
電子材料

フレキシブルプリント回路

基板および液晶表示関連材

料等製造設備

15,719 15,847
79

(114,105)
698 32,345 556

[47]

滋賀事業所

（滋賀県草津市）
機能材料 膜・モジュール製造設備 901 1,381

1,582

(74,402)
169 4,034 91

[42]

尾道事業所

（広島県尾道市）
電子材料 液晶表示関連材料製造設備 19,619 25,825

3,249

(161,516)
887 49,582 862

[264]

茨木事業所

（大阪府茨木市）

工業用材料

電子材料

機能材料

研究開発設備 2,602 9
131

(20,729)
769 3,513 187

[4]

(2）子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

PERMACEL

（Pleasant

Prairie

U.S.A.）

工業用材料 工業用テープ等製造設備 2,796 2,226
88

(39,575)
83 5,194

285

［－］

TAIWAN NITTO

OPTICAL CO.,LTD.

（台湾 台中市）

電子材料 液晶表示関連材料製造設備 4,527 4,640
－

(81,742)
5 9,174

2,045

[314]

NITTO DENKO

(SUZHOU) CO.,LTD.

（中国 蘇州市）

電子材料

フレキシブルプリント回路

基板製造設備および液晶表

示関連材料製造設備

4,532 3,340
－

(135,410)
307 8,180

4,522

[790]

NITTO DENKO FINE 

CIRCUIT TECHNOLOGY

(SHENZHEN)CO.,LTD.

（中国 深セン市）

電子材料
フレキシブルプリント回路

基板製造設備
951 3,318

－

(20,507)
258 4,529

1,868

［－］

KOREA NITTO

OPTICAL CO.,LTD. 

（韓国 平澤市）

電子材料 液晶表示関連材料製造設備 4,457 2,622
81

(94,700)
91 7,253

997

［－］

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品であります。なお、金額には建設仮勘定および消費税等を含

みません。

２　TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD.は、連結会社以外から土地および建物の一部を賃借しております。年間の

賃借料は101百万円であります。

３　NITTO DENKO (SUZHOU) CO.,LTD. および NITTO DENKO FINE CIRCUIT TECHNOLOGY (SHENZHEN) CO.,

LTD.の土地面積は、土地使用権に係る面積を示しております。

４　従業員数の［　］は、臨時従業員数の平均人員を外数で記載しております。

３【設備の新設、除却等の計画】
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　平成20年３月31日現在において、当社グループ（当社および連結子会社）が実施または計画している重要な設備の

新設、拡充の計画は以下のとおりであります。

　また、重要な設備の除却、売却等はありません。

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
（百万円） 資金調達

方法

着手および完了予定

総額 既支払額 着手 完了

当社

東北事業所

宮城県

大崎市
機能材料

医療関連材料

製造設備
2,503 434

自己資金

および借入金
平成19.４ 平成22.３ 

当社

関東事業所

埼玉県

深谷市
機能材料

ふっ素樹脂製品

製造設備
5,893 1,213 同上 平成18.４ 平成21.３ 

当社

豊橋事業所

愛知県

豊橋市

工業用材料

電子材料

テープ関連製品

製造設備
12,779 1,542 同上 平成18.12 平成21.３ 

当社

亀山事業所

三重県

亀山市
電子材料

フレキシブルプリ

ント回路基板およ

び液晶表示関連材

料等製造設備

 

8,298 1,692 同上 平成18.５ 平成21.６

当社

滋賀事業所

滋賀県

草津市

工業用材料

機能材料

テープ関連製品

製造設備

膜・モジュール

製造設備

22,532 5,084 同上 平成19.４ 平成21.６ 

当社

尾道事業所

広島県

尾道市
電子材料

液晶表示関連材料

製造設備
68,812 16,811 同上 平成18.９ 平成21.３ 

当社

茨木事業所

大阪府

茨木市

工業用材料

電子材料

機能材料

その他の設備 2,901 386 同上 平成19.４ 平成21.３

　（注）上記金額には、消費税等を含みません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月20日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 173,758,428 173,758,428

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

－

計 173,758,428 173,758,428 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

株主総会の特別決議（平成16年６月24日）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 　 371（注）１  371（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 37,100  37,100 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり１ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年６月25日～
平成36年６月24日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）
該当なし（注）２ 同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役、執行役

員、監査役、顧問、嘱託等のいずれの地

位をも喪失した日の翌日（以下「権

利行使開始日」という）から６年間

に限り新株予約権を行使できる。

②　上記①にかかわらず、新株予約権者は

以下のア)イ)に定める場合には、それ
ぞれに定める期間内に限り新株予約

権を行使できる。

ア）新株予約権者が平成33年６月30日
に至るまでに権利行使開始日を迎

えなかった場合

平成33年７月１日から
平成36年６月24日まで

イ）当社が消滅会社となる合併契約書、

当社が完全子会社となる株式交換

契約書の議案または株式移転の議

案につき当社株主総会で承認され

た場合

当該承認日の翌日から15日間
③　上記およびその他の権利行使の条件の

細目については、本総会および取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約権割当契

約において定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の

承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　ストックオプションの行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行

される株式はありません。
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株主総会の特別決議（平成17年６月24日）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 　 　2,731 （注）１ 　 2,731（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 273,100  　273,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり6,634（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月１日～

平成20年12月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）
該当なし（注）３ 同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時において当

社または子会社の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または従業員の地位

にあることを要する。ただし、新株予約権

者が定年、任期満了による退任・退職ま

たは会社都合等の理由により、これらの

地位を失った場合は、その時点から１年

間に限り、新株予約権の行使を認める。

　新株予約権者の相続人による新株予約

権の行使は認められないものとする。

　上記およびその他の権利行使の条件の

細目については、本総会および取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権者との

間で締結する新株予約権割当契約におい

て定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会

の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ － 

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　当社が、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く）するときは、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新株発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新株発行株式数

また、当社が普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整します。調

整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

３　ストックオプションの行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行

される株式はありません。
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株主総会の特別決議（平成17年６月24日）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 　 363（注）１ 　 363（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 36,300 　36,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり１ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年６月25日～
平成37年６月24日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）
該当なし（注）２ 同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役、執行

役員、監査役、顧問、嘱託等のいずれ

の地位をも喪失した日の翌日（以下

「権利行使開始日」という）から６

年間に限り新株予約権を行使でき

る。

②　上記①にかかわらず、新株予約権者は

以下のア)イ)に定める場合には、それ
ぞれに定める期間内に限り新株予約

権を行使できる。

ア）新株予約権者が平成34年６月30日
に至るまでに権利行使開始日を迎

えなかった場合

平成34年７月１日から
平成37年６月24日まで

イ）当社が消滅会社となる合併契約

書、当社が完全子会社となる株式

交換契約書の議案または株式移転

の議案につき当社株主総会で承認

された場合

当該承認日の翌日から15日間
③　上記およびその他の権利行使の条件

の細目については、本総会および取

締役会決議に基づき、当社と新株予

約権者との間で締結する新株予約権

割当契約において定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会

の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　ストックオプションの行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行

される株式はありません。
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会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

取締役会決議（平成18年６月23日）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数

（個）
　 231（注）１ 　 231（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ － 

新株予約権の目的

となる株式の種類
普通株式 同左

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

 23,100  23,100

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり１ 同左

新株予約権の行使

期間

平成18年７月11日～
平成48年７月10日

同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本金の額は、会社計算規則第40条第1項に従い算出される資本金等
増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数
は、これを切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に

定める増加する資本金の額を減じた額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　

同左

新株予約権の行使

の条件

①　新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内におい

て、当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社

の執行役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、新株予

約権を行使できるものとし、この場合、新株予約権者は、地位を喪

失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を
経過する日までの期間に限り、新株予約権を行使することができ

る。ただし、新株予約権者が当社の執行役員であって、かつ当社と

の間に雇用契約がある場合には、当社の執行役員の地位を喪失し

た日の翌日または当該雇用契約が終了した日の翌日のうちいずれ

か遅い日を権利行使開始日とする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を行使すること

ができる。ただし、この場合、相続人は新株予約権者が死亡した日

の翌日から10ヶ月を経過する日までの期間に限り、新株予約権を
行使することができる。

③　上記①および②それぞれにおいて、①および②それぞれに規定する

期間が満了した場合には、その満了日の翌日から、新株予約権者は

新株予約権を行使することができなくなるものとする。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）２ （注）２

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
　　　　２　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会

決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができま

す。

① 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
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取締役会決議（平成18年９月28日）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）        3,569（注）１        3,569（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）   356,900 　356,900

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり7,050（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年１月１日～

平成21年12月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）
該当なし（注）３ 同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、当社または当社の子会

社の取締役、執行役員、フェロー、監査役、

顧問等または従業員の地位にある場合に

限り、新株予約権を行使することができ

る。ただし、新株予約権者が定年、任期満

了による退任・退職または会社都合等の

理由により、これらの地位を失った場合

は、その時点から1年間に限り、新株予約

権の行使ができる。

　 新株予約権者が死亡した場合、相続人

は新株予約権を行使することができな

い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会

の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
（注）４ （注）４

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　当社が時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。ただし、会社法第194条の規定（単元未満株主によ

る単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる

証券の転換、または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含み

ます。）の行使による場合を除きます。

　
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新株発行株式数

また、当社が普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整します。調

整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

３　ストックオプションの行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行

される株式はありません。

４　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締

役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができます。

① 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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取締役会決議（平成19年６月22日）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数

（個）
　 333（注）１ 　 333（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ － 

新株予約権の目的

となる株式の種類
普通株式 同左

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

 33,300 　33,300

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり１ 同左

新株予約権の行使

期間

平成19年７月31日～
平成49年７月30日

同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加す
る資本金の額は、会社計算規則第40条第1項に従い算出される
資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1
円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加す
る資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上
記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。　　　　　　　　
　　　　　　　　

同左

新株予約権の行使

の条件

①　新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内にお
いて、当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、また
は当社の執行役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限
り、新株予約権を行使できるものとし、この場合、新株予約権者
は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」とい
う。）から10日を経過する日までの期間に限り、新株予約権を
行使することができる。ただし、新株予約権者が当社の執行役
員であって、かつ当社との間に雇用契約がある場合には、当社
の執行役員の地位を喪失した日の翌日または当該雇用契約が
終了した日の翌日のうちいずれか遅い日を権利行使開始日と
する。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を行使する
ことができる。ただし、この場合、相続人は新株予約権者が死亡
した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの期間に限り、新株
予約権を行使することができる。

③　上記①および②それぞれにおいて、①および②それぞれに規定
する期間が満了した場合には、その満了日の翌日から、新株予
約権者は新株予約権を行使することができなくなるものとす
る。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）２ （注）２

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
　　　　２　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会

決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することがで

きます。

① 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
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取締役会決議（平成19年７月27日）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数

（個）
       3,673（注）１ 3,673（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ －

新株予約権の目的

となる株式の種類
普通株式 同左

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

  367,300 　367,300

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり5,948（注）２ 同左

新株予約権の行使

期間

平成20年１月１日～

平成22年12月31日
同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

 １．発行価格

　　 5,948円
　　 ただし、（注）２の定めにより調整を受けることがあります。

 ２．資本組入額

　① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

　　 資本金の額は、会社計算規則第40条第1項に従い算出される資本
　　 金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円

　　 未満の端数は、これを切り上げるものとします。

　② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

     資本準備金の額は、上記①に定める増加する資本金の額を減じ

     た額とします。

同左

新株予約権の行使

の条件

　新株予約権者は、当社または当社の子会社の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または従業員の地位にある場合に限り、新株予

約権を行使することができる。ただし、新株予約権者が定年、任期満

了による退任・退職または会社都合等の理由により、これらの地位

を失った場合は、その時点から1年間に限り、新株予約権の行使がで
きる。

　 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を行使するこ

とができない。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項

　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとす

る。
同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）３ （注）３

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　行使価額の調整

（１）当社普通株式につき、次の①または②の事由が生ずる場合は、行使価額は、次に定める算式（以下、「行使

価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

① 当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

 ② 当社が時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定

（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される

証券若しくは転換できる証券の転換、または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

（ⅰ）行使価額調整式に使用する「時価」は、下記(２)に定める「調整後行使価額を適用する日」（以下、

「適用日」という。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値（終値のない日を除く。）とする。な

お、「平均値」は、円位未満小数第2位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

（ⅱ）行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の場合は適用日

の１ヶ月前の日における当社の発行済株式数から当社が当該日において自己株式として保有している

当社普通株式の総数を控除した数とする。

（ⅲ）自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処分する自己

株式数」に読み替えるものとする。

（２）調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。

 ① 上記(１)①に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日

以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる

場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、

当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の終結

の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各募

集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に対しては、交付する当社普通

株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てるものとす

る。 

新規発行株式数＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数

調整後行使価額

 ② 上記(１)②に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行または処分の払込期日の翌日以降（基

準日がある場合は当該割当日の翌日以降）、これを適用する。

（３）上記(１)①および②に定める場合の他、合併、会社分割等により行使価額の調整をすることが適切な事態

となった場合は、当社は合理的な範囲で行使価額について必要と認める調整を行うものとする。

（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知または公告

する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通

知または公告するものとする。

また、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載に

つき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満

の端数は、これを切り捨てるものとする。当該調整後付与株式数を適用する日については、上記２.(２)①の規定

を準用する。

　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、合併、会社分割等により付与株式数の調整をすることが適切な事態となった場合

は、当社は合理的な範囲で付与株式数について必要と認める調整を行うものとする。

さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、新株予約権者に

通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後

速やかに通知または公告するものとする。

３　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締

役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができます。

① 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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（３）【ライツプランの内容】

　　　　 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成12年４月１日～

平成13年３月31日
7,246,875 173,758,428 4,753 26,783 4,753 50,482

　

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 150 55 474 490 15 39,532 40,716 －

所有株式数

（単元）
－ 395,565 18,055 83,561 971,477 314 268,186 1,737,158 42,628

所有株式数

の割合（％）
－ 22.77 1.04 4.81 55.92 0.02 15.44 100.00 －

　（注）１　自己株式7,189,976株は「個人その他」に71,899単元、「単元未満株式の状況」に76株含まれております。

なお、自己株式7,189,976株は、株主名簿記載上の数字であり、期末日現在の実保有残高と一致しております。

２　「その他の法人」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が25単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ジェーピー　モルガン　チェース　バンク　３
８００５５
（常任代理人　㈱みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室） 

270 PARK AVENUE, NEW YORK,
 NY 10017, UNITED 
STATES OF AMERICA
（東京都中央区日本橋兜町６番７
号）

18,096 10.41

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信
託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,836 4.51

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託
口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号
 

6,255 3.60

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラ
スト　カンパニー
（常任代理人　㈱みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室）

P.O.
BOX 351 BOSTON MASSACHUS
ETTS 02101 U.S.A.
（東京都中央区日本橋兜町６番７
号）

6,035 3.47

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラ
スト　カンパニー　５０５１０３
（常任代理人　㈱みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室）

P.O.
BOX 351 BOSTON MASSACHUS
ETTS 02101 U.S.A.

（東京都中央区日本橋兜町６番７
号）

5,075 2.92

ヒーロー.アンド.カンパニー
  
（常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）

C/O THE BANK OF NEW YORK
 101 BARCLAYS STREET,
 22ND FLOOR WEST,
 NEW YORK, NY10286 U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２丁目７
番１号決済事業部内）

3,673 2.11

メロン　バンク　トリーティー　クライアンツ
　オムニバス
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

ONE BOSTON PLACE BOSTON,
MA 02108
 
（東京都中央区日本橋３丁目11番
１号）

3,407 1.96

 第一生命保険相互会社
（常任代理人　資産管理サービス信託銀行
㈱） 

東京都千代田区有楽町１丁目13番
１号 
（東京都中央区日本橋茅場町１丁
目２番４号　日本証券代行㈱資産
管理チームＤＧＡ） 

3,017 1.74

メロン　バンク　エヌエー　アズ　エージェン
ト　フォー　イッツ　クライアント　メロン　オ
ムニバス　ユーエス　ペンション
（常任代理人　香港上海銀行東京支店） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,
MA 02108 
 

 
（東京都中央区日本橋３丁目11番
１号）

2,873 1.65

 日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番
６号日本生命証券管理部内 

2,602 1.50

ジェーピーエムシービー　ユーエスエー　レ
ジデンツ　ペンション　ジャスデック　レンド
　３８５０５１
（常任代理人　㈱みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室） 

270 PARK AVENUE, NEW YORK,
 NY 10017,
 UNITED STATES OF AMERICA 
 
 
（東京都中央区日本橋兜町６番７
号） 

2,601 1.50

 ㈱損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１
号 

2,566 1.48

計 － 64,041 36.86

　（注）１　上記のほか、当社が所有している自己株式7,189千株があります。

２　以下の４社グループより大量保有報告書が提出されていますが、当社としては平成20年３月31日現在の株主
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名簿に従って記載しております。

(１) アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー

7,644千株保有（平成19年８月15日現在）

(２) モンドリアン・インベストメント・パートナーズ・リミテッド

8,698千株保有（平成19年10月17日現在）

(３) モルガン・スタンレー証券㈱およびその共同保有者の計５社

7,553千株保有（平成19年12月28日現在）

(４) キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーおよびその共同保有者の計２社

19,624千株保有（平成20年４月28日現在）

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    7,189,900
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  166,525,900 1,665,259 同上

単元未満株式 普通株式       42,628 － 同上

発行済株式総数 173,758,428 － －

総株主の議決権 － 1,665,259 －

　（注）　 「完全議決権株式（その他）」欄には㈱証券保管振替機構名義の株式が2,500株含まれております。

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数25個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

日東電工㈱

大阪府茨木市下穂積

１丁目１番２号
7,189,900 － 7,189,900 4.14

計 － 7,189,900 － 7,189,900 4.14
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（８）【ストックオプション制度の内容】

（平成16年６月24日定時株主総会決議）

　当社は役員に対する従来の現金による退職慰労金制度を廃止し、取締役および執行役員に対し、在任中の各年度

における株主総会での承認可決を条件に、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を無償で割当ててい

くこととしました。旧商法の規定に基づき、平成16年６月24日第139回定時株主総会終結時に在任する当社の取締

役および執行役員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成16年６月24日第139回定時

株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成16月６月24日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員18

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（平成17年６月24日定時株主総会決議）

　旧商法の規定に基づき、平成17年６月24日第140回定時株主総会終結時に在任する当社の取締役、執行役員、フェ

ローおよび従業員ならびに子会社の取締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成

17年６月24日第140回定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分および人数（名）
当社の取締役および執行役員20、フェロー、従業員87およ

び子会社の取締役50

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（平成17年６月24日定時株主総会決議）

　当社は第139回定時株主総会において従来の現金による役員退職慰労金を廃止し、取締役および執行役員に対

し、在任中の各年度の株主総会での承認可決を条件に、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を無償

で割当てていくこととしました。旧商法の規定に基づき、平成17年６月24日第140回定時株主総会終結時に在任す

る当社の取締役および執行役員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年６月24

日第140回定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員18

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株）  同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  同上 
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新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　

（平成18年６月23日取締役会決議）

　当社は第139回定時株主総会において従来の現金による役員退職慰労金を廃止し、取締役および執行役員に対

し、在任中の各年度の株主総会での承認可決を条件に、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を無償

で割当てていくこととしました。会社法の規定に基づき、当社の取締役および執行役員に対して新株予約権を発

行することを平成18年６月23日取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成18年６月23日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員18

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株）  同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  同上 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（平成18年９月28日取締役会決議）

　会社法の規定に基づき、在任する当社の取締役、執行役員、フェローおよび従業員ならびに子会社の取締役に対

して新株予約権を発行することを平成18年９月28日取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成18年９月28日

付与対象者の区分および人数（名）
当社の取締役および執行役員19、フェロー、従業員87

および子会社の取締役39

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（平成19年６月22日定時株主総会決議）

　取締役に対してストックオプションとして発行する新株予約権は「取締役に対する報酬等」の一部であると位

置づけられるため、取締役に付与する予定であるストックオプション２種につき、ストックオプション報酬とし

てその額および内容を平成19年６月22日第142回定時株主総会において、決議されたものであります。なお、本件

の付与対象者には社外取締役を含まないものとします。

決議年月日 平成19年６月22日
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付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員23

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（平成19年７月27日取締役会決議）

　会社法の規定に基づき、在任する当社の取締役、執行役員、フェローおよび従業員ならびに子会社の取締役に対

して新株予約権を発行することを平成19年７月27日取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成19年７月27日

付与対象者の区分および人数（名）
当社の取締役および執行役員24、フェロー、従業員91

および子会社の取締役27

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（平成20年６月20日定時株主総会決議）

　取締役に対してストックオプションとして発行する新株予約権は「取締役に対する報酬等」の一部であると位

置づけられるため、取締役に付与する予定であるストックオプション２種につき、ストックオプション報酬とし

てその額および内容を平成20年６月20日第143回定時株主総会において、決議されたものであります。なお、本件

の付与対象者には社外取締役を含まないものとします。

イ．株式報酬型ストックオプション 

決議年月日 平成20年６月20日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役８

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）  30,000（上限） （注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり１ 

新株予約権の行使期間
新株予約権発行日の翌日から３０年以内の期間を

別途定める。（注）１

新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使期間」にかかわらず、新株予約権

者は原則として、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日

から別途定める期間に限り新株予約権を行使できる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項 －
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

 （注）１ 詳細は、定時株主総会終了後の取締役会で決議いたします。

 ２ 新株予約権１個当たりの株式数は１００株であります。なお、当社が合併、会社分割、株式分割、株式併合等を行

うことにより、株式数の変更をすることが適切な事態となった場合は、当社は必要と認める調整を行うものと

します。

 ３ 以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役

会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができます。
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① 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

ロ．一般型ストックオプション  

決議年月日 平成20年６月20日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役８

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）  56,000（上限） （注１、２）

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注３）

新株予約権の行使期間 平成21年１月１日から平成23年12月31日まで

新株予約権の行使の条件 （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

 （注）１ 詳細は、定時株主総会終了後の取締役会で決議いたします。

 ２ 新株予約権１個当たりの株式数は１００株であります。なお、当社が合併、会社分割、株式分割、株式併合等を行

うことにより、株式数の変更をすることが適切な事態となった場合は、当社は必要と認める調整を行うものと

します。

３ 新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引がない日を除く）における東京証券取引所における当社株

式普通取引の終値の平均値に１.０５を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げます。ただし、その平均値が

新株予約権発行日の終値（当日取引がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、平均値に代

えて当該終値を使用します。

なお、当社が合併、会社分割、株式分割、株式併合等を行うことにより、払込金額の変更をすることが必要な事態

となった場合は、当社は必要と認める調整を行うものとします。

４ 以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役

会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することがで

きます。

① 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,122 6,294,380

当期間における取得自己株式 39 165,410

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（注）２
103,379 523,174,559 － －

保有自己株式数 7,189,976 － 7,190,015 －

 （注）１　当期間における処理自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の売渡による株式数は含まれておりません。また、当期間における保有自己株式には、平成20年６月

１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りおよび売渡による株式数は含まれて

おりません。

 ２　当事業年度の内訳は、新株予約権の権利行使（株式数103,100株、処分価額の総額522,071,600円）および

単元未満株式の売渡請求による売渡（株式数279株、処分価額の総額1,102,959円）であります。
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３【配当政策】

当社の配当政策は、株主の皆様に対して安定的に利益の還元を行うことを基本にしています。一方、急速な技

術革新への対応と顧客ニーズにタイムリーに応えるために、研究・開発および生産に関わる積極的な先行投資を

行っていくことも必要不可欠です。従いまして、株主の皆様に対する配当金につきましては、財務状況、利益水準、

および配当性向等を総合的に勘案して実施することとしています。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

なお、当社は取締役会の決議をもって、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定め

ております。

内部留保資金につきましては、経営体質の一層の充実並びに将来の安定的な事業の成長のために活用してまいりま

す。

なお、当期の利益配当金につきましては、利益配分に関する基本方針に基づき、中間と同額の1株につき40円と

し、年間の配当金は前期に比べ10円増額の80円とさせていただきます。また、次期の利益配当金につきましては年

間90円を予定しています。

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日 配当金総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成19年10月30日

取締役会 
6,659 40

 平成20年６月20日

定時株主総会
6,662 40

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 5,990 6,650 10,890 10,360 6,740

最低（円） 2,990 4,430 5,580 5,400 4,090

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成19年

10月 11月 12月 平成20年
１月

２月 ３月

最高（円） 5,760 6,080 6,200 5,800 5,670 5,210

最低（円） 4,930 5,290 5,610 4,650 4,760 4,090

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

取締役会長

代表取締役
ＣＥＯ 竹本　正道 昭和19年12月16日生

昭和42年４月 当社に入社

(注)３ 35,900

平成９年６月 取締役電気・電子材事業部門半導体材料事

業部長

12年６月 常務取締役

13年４月 代表取締役社長

15年６月 代表取締役社長兼代表執行役員

16年６月

20年４月

代表取締役社長

代表取締役会長（現任）

取締役社長

代表取締役
ＣＯＯ 柳楽　幸雄 昭和23年１月28日生

昭和46年４月 当社に入社

(注)３ 21,600

平成５年４月 表示部材事業部門オプティカル材事業部長

10年６月 取締役光学事業部門オプティカル事業部長

12年４月 取締役オプティカル事業部門長

13年６月 常務取締役

14年４月 常務取締役経営統括部門長

15年６月 取締役兼常務執行役員、経営統括部門長

　　16年６月 取締役

19年６月

 

20年４月

取締役兼専務執行役員、オプティカル事業

本部長

代表取締役社長（現任）

取締役兼

専務執行役員

経営統括

部門長
神山　義康 昭和21年7月26日生

昭和53年４月 当社に入社

(注)３ 7,200

平成10年６月 取締役基幹技術センター長

13年６月 常務取締役基幹技術センター長

15年６月 取締役　常務執行役員オプティカル事業部

門長

　16年６月 取締役を退任、専務執行役員グローバルオ

プティカル事業担当に就任

18年６月 取締役に就任

19年６月 取締役兼専務執行役員、経営統括部門長

（現任）

取締役兼

常務執行役員

ＣＴＯ兼

全社技術

部門長

二宮　保男 昭和24年１月30日生

昭和51年４月 当社に入社

(注)３ 11,700

平成７年４月 メディカル事業部研究開発センター長

10年４月 メディカル事業部長

13年６月 取締役スペシャリティープロダクツ事業部

門長

15年６月 取締役退任、執行役員スペシャリティープ

ロダクツ事業部門長

 16年６月 取締役に就任 

 18年６月 取締役全社技術部門長 

19年６月 取締役兼常務執行役員、全社技術部門長

（現任）

取締役兼

常務執行役員
ＣＦＯ 藤原　達之助 昭和22年８月21日生

昭和45年４月 当社に入社

(注)３ 13,300

平成７年４月 経理部長

13年６月 取締役経理部長

14年４月 取締役経営統括部門副部門長

 15年６月 取締役に就任

19年６月 取締役兼常務執行役員（現任）

取締役兼

常務執行役員

品質・環境・

安全統括部門

長

堀内　哲夫 昭和21年１月５日生

昭和47年４月 当社に入社

(注)３ 18,600

平成９年６月 メディカル事業部長

13年４月 環境技術開発部長兼総合安全推進部長

13年６月 取締役環境技術開発部長兼総合安全推進部

長

15年６月 取締役退任、執行役員専門技術部門長

16年６月 上席執行役員専門技術本部長

　　18年６月 常務執行役員に就任

19年６月

 

20年４月

 

取締役兼常務執行役員、全社技術部門副部

門長

取締役兼常務執行役員、品質・環境・安全

統括部門長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

取締役兼

常務執行役員

インダストリ

アル事業本部

長

相澤　馨 昭和27年８月25日生

昭和52年４月 当社に入社

(注)３ 5,700

平成７年４月 電気・電子材事業部門電子部品材事業部長

平成14年10月 基幹技術センター長

15年４月 執行役員Ｒ＆Ｄ部門長

16年６月 上席執行役員基幹技術センター長

 18年６月 常務執行役員に就任

19年６月 取締役兼常務執行役員、インダストリアル

事業本部長（現任）

取締役兼

執行役員

オプティカル

事業本部長 

　

高﨑　秀雄 昭和28年８月11日生

昭和53年４月 当社に入社

(注)３ －

平成12年４月 スペシャリティープロダクツ事業部門エン

ジニアリングプラスチック事業部長

17年２月 日東ヨーロッパ社社長

19年６月 執行役員オプティカル事業本部副本部長

　20年４月 執行役員オプティカル事業本部長（現任）

20年６月 取締役兼執行役員（現任）

取締役
　

　
古瀬　洋一郎 昭和16年11月４日生

昭和39年４月 ㈱住友銀行に入行

(注)３ －

平成５年10月 同行常務取締役

８年６月 マツダ㈱専務取締役

14年６月 三洋電機㈱代表取締役副社長

 18年１月 エバンストン㈱代表取締役に就任

（現任） 

19年６月 当社社外取締役に就任（現任）

取締役
　

　
伊藤　邦雄 昭和26年12月13日生

平成４年４月 一橋大学教授

(注)３ －

平成14年８月 同大学大学院商学研究科長・商学部長

平成16年６月 東京海上日動火災保険㈱社外監査役

（現任）

16年12月 一橋大学副学長

17年６月 曙ブレーキ工業㈱社外取締役（現任）

 18年12月 一橋大学大学院商学研究科教授（現任） 

19年６月 当社社外取締役に就任（現任）

　（注）１ ＣＥＯ：Chief Executive Officer

ＣＯＯ：Chief Operating Officer

ＣＴＯ：Chief Technology Officer

ＣＦＯ：Chief Financial Officer

２  取締役　古瀬洋一郎、伊藤邦雄は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３　平成20年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４　取締役兼任以外の執行役員は以下の16名です。

北尾　渉 上席執行役員　

竹間　和彦 上席執行役員

西川　康一 上席執行役員

米田　泰雄 上席執行役員　 

松本　憲嗣 上席執行役員　 

金　　洪仁 上席執行役員　 

宗像　洋治 上席執行役員　 

佐野　実 上席執行役員　 

属　　富夫 執行役員

佐久間　陽一郎 執行役員

那須　武志 執行役員

表　利彦 執行役員

石田　耕 執行役員 

飯田　雅史 執行役員 

神崎　正巳 執行役員  

有本　雅彦 執行役員  
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤） 
　 太田　良一 昭和21年12月15日生

昭和45年４月 当社に入社

(注)２ 12,000

平成13年６月 取締役営業部門東京支社長

14年４月 取締役経営統括部門副部門長

15年４月 取締役調達事業部門長

15年６月 取締役を退任、執行役員調達事業部

門長

16年６月

20年６月

上席執行役員調達本部長（現任）

監査役（常勤）に就任（現任）

監査役

（常勤）
　 粟津　孝司 昭和23年11月28日生

昭和48年３月 当社に入社

(注)２ 2,600

平成３年10月 経理部課長

12年４月 監査室長

15年４月 理事監査室長

18年６月

20年６月

理事内部統制・監査部長（現任）

監査役（常勤）に就任（現任）

監査役

（非常勤）
　 細川　恒 昭和15年４月24日生

昭和39年４月 通商産業省入省

(注)３ －

63年６月 通商産業大臣官房会計課長

平成３年６月 資源エネルギー庁石油部長

５年６月 基礎産業局長

６年12月 通商政策局長

８年８月 通商産業審議官

９年７月 通商産業省を退官

11年10月 ㈱MSK基礎研究所・戦略設計事務所

代表

12年６月 当社監査役（非常勤）に就任

（現任）

15年６月 日立建機㈱社外取締役に就任

（平成19年６月退任）

監査役

（非常勤）
　 赤井　紀男 昭和15年11月29日生

昭和38年４月 日立マクセル㈱に入社

(注)２ 500

平成５年６月 同社取締役

７年６月 同社常務取締役

９年６月 同社専務取締役

11年６月 同社代表取締役社長

15年６月 同社取締役兼代表執行役社長

18年４月 同社取締役

18年６月

20年６月

同社相談役(現任)

当社監査役（非常勤）に就任

（現任） 

監査役

（非常勤）
　 寺西　正司 昭和22年２月６日生

昭和44年４月 ㈱三和銀行に入行

(注)２ －

平成７年６月 同行取締役

10年６月 同行常務取締役

11年６月 同行専務取締役

14年１月 ㈱ＵＦＪ銀行代表取締役頭取

14年６月 ㈱ＵＦＪホールディングス取締役(平

成16年６月退任)

16年５月 ㈱ＵＦＪ銀行代表取締役

(平成16年５月退任)

16年７月 同行名誉顧問 

18年１月

 

20年６月

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行名誉顧問

(現任)

当社監査役（非常勤）に就任

（現任） 

    　 　 　 129,100

　（注）１　監査役　細川恒、赤井紀男、寺西正司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 ２　平成20年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 ３　平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　企業活動を支えている全てのステークホルダーの利益を重視し、かつ長期的・継続的な株主価値の最大化を実現

する上で、コーポレート・ガバナンスの確立は極めて重要な課題であると考えております。このような認識の下に、

当社では「オープン・フェア・ベスト」すなわち、オープンに情報を共有化し、フェアに判断し、決まったことに対

してベストを尽くすことを行動の原点とし、「健全で透明な経営」の推進に努める事を基本方針としています。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

 具体的には「法令遵守に関するガイドライン」を2003年4月に制定し、“社会との対話を大切にし、社会が必要と

している情報を適時開示し、社会から信頼される誠実な企業像”を目指しております。さらに、法令・倫理・公益に

反する行為があった場合には、従業員が匿名で投書できるように日東電工グループ「企業倫理ヘルプライン」とい

う仕組みを設けております。このヘルプラインは社内と社外に相談窓口を置いております。当社グループでは、今後

とも事業成長を図るとともに、社会との調和にも十分配慮した企業行動を実施し、株主の皆様にご満足いただける

よう努める所存であります。

＜取締役、取締役会、執行役員＞

取締役会は経営に係る重要な事項について意思決定するとともに、取締役（10名）および執行役員（16名）によ

る業務執行を監督しております。取締役および執行役員は、取締役会が決定した基本方針に従い、業務執行の任にあ

たっております。また、経営の健全化、透明性の確保を高めるために取締役および執行役員の任期を１年に設定する

とともに、平成１９年度より社外取締役を選任しています。　

＜監査役、監査役会＞

 当社の監査役は5名であり、3名が社外監査役で2名が社内出身の常勤監査役です。監査役の活動は、定例的な監査役

会の開催、および毎月開催される取締役会に出席し活発な議論の中で取締役の執行業務を監視しております。また

その他の重要会議への出席のほか、代表取締役との意見交換、取締役および使用人から業務執行状況の聴取、決裁書

類その他の重要な書類の閲覧、事業部門や工場および研究所などの調査、国内外の子会社の調査、会計監査人からの

監査報告および情報交換、国内関係会社監査役との連絡会議などを通じて監査を実施しております。さらに内部監

査部署との連携をとりながら監査の実効性の向上を図っております。

＜会計監査＞

 当社は、会計監査に「あずさ監査法人」を起用しておりますが、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人

の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はなく、また同監査法人は従来より自主的に業務執行社員につい

て、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。当社は同監査法人との間

で、法定監査について監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当期において業務を執行した公

認会計士の氏名、監査業務にかかる補助者の構成については下記のとおりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：　中尾　正孝

指定社員　業務執行社員：　北山　久恵

指定社員　業務執行社員：　宮林　利朗

・監査業務に係わる補助者の構成

公認会計士７名、　会計士補等６名

（会計監査人の解任または不再任の決定の方針）

当社は、監査役会による会社法第３４０条の定めに基づく会計監査人の解任のほか、原則として、会計監査人が

職務を適切に遂行することが困難と認められる場合、あるいは監査基準に照らして適格性および信頼性において

問題があると判断したときは、監査役会の同意または請求により、会計監査人の再任をせず、他の適切な監査法人

を選定して会計監査人選任議案を株主総会に諮る方針です。また、上記以外にも会計監査人の継続監査年数を勘案

して再任・不再任の決定を行う方針です。 
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＜内部監査＞

　当社は、内部統制の徹底と、国内外の関係会社を含めた業務プロセスの適正性および経営の妥当性、効率性を監視

する目的で内部統制監査部(人員10名)を設置しております。また、その他の内部監査機能として、環境・安全・品質

・輸出管理に関しては、専門機能部門が内部統制監査部と連携して監査を行っております。

＜コーポレート・ガバナンス体制の模式図＞

　当社の経営の監視・事業執行の仕組みを示す模式図は以下のとおりです。

（注）ＣＥＯ（Chief Executive Officer） ：グループ最高経営責任者

ＣＯＯ（Chief Operating Officer） ：グループ最高経営執行責任者

 常務会は討議機関

(3）内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（内部統制基本方針）

当社は、会社法第３６２条および会社法施行規則第１００条の規定に従って、業務の適正を確保するための体制

（以下内部統制という）に関する基本方針を以下のとおり定めております。

①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

１）コンプライアンス体制の基礎として、経営理念、企業行動基準およびその具体的内容として法令・倫理規範遵

守のためのビジネス行動規範を定め、当社のみならずグループ全体の役職員にこれを周知・徹底するととも

に、取締役は法令および倫理規範の遵守を率先垂範する。

２）コンプライアンスやリスクマネジメント体制の整備を含むＣＳＲ活動を推進するため、ＣＳＲ担当取締役を

定め、当該取締役を委員長とするＣＳＲ委員会を設置するとともに、社外取締役制度を採用し、会社としての

意思決定のプロセスを含む経営全般の透明性を高める。
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３）内部監査部門として監査部署を置き、各部門およびグループ会社の業務プロセスの適正性および業務の妥当

性、効率性等について内部監査を行うとともに、環境・安全・品質・輸出管理に関しては専門部署を設け、監

査部署と連携して監査を行う体制をとる。

４）法令違反および倫理規範に対するコンプライアンスについての社内通報体制として、匿名性を保つ意味から

社外の専門機関を直接の情報受領者とする通報システムのほか、社内担当窓口を整備し、ＣＳＲ担当取締役お

よび監査役を含む企業倫理委員会を設置してその対応および再発防止体制の整備を行う。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

株主総会議事録、取締役会議事録、経営戦略会議議事録、稟議決裁文書等取締役の職務執行に係る文書について

は、文書管理および保存に関する規程にもとづき、書面または電磁的媒体等その記録媒体に応じて適切かつ確実

に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎として、事業構成や海外での事業運営にかかわる事業リスク、為替変動やカントリーリ

スクなど外部要因にもとづくリスク、新技術開発力や知的財産権など技術競争力に関するリスクについては、取

締役会、経営戦略会議および各事業執行組織において常時管理し、必要の都度対策する。また、製品の品質・欠陥

や環境・災害・安全に関するリスク、情報セキュリティや反社会的勢力への対応、独占禁止法・薬事法・輸出管

理法などコンプライアンスに関するリスクなどについては、ＣＳＲ担当取締役および担当部署を定めて定期的に

重要リスクの洗い出しを行い、個々のリスクについてそれぞれの職制や各種委員会活動および必要に応じて編成

するプロジェクト活動を通じて監視・対策する。万一、不測の事態が発生した場合には、速やかに社長、ＣＳＲ担

当取締役および監査役に報告される体制を整え、社長のもとに危機対策本部を設置して損害の拡大を防止し、こ

れを最小限に止め、事業継続および早期に復旧する体制を整える。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原則として月

１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。また当社の具体的な経営方針および経営戦略

に関わる重要事項については、その重要度に応じて、取締役会決議とするほか、取締役および執行役員によっ

て構成される経営戦略会議（原則月１回開催）での決議、各事業執行組織主催の会議での決議または稟議決

裁による決定等会社としての決裁ルールを整備し、またＩＴ技術を活用した業務システムを積極的に導入し

て業務が効率的に執行される体制を確保する。

２）業務執行の責任者およびその責任範囲、業務執行手続の詳細については、取締役会で定める組織、グループ意

思決定規程等においてそれぞれ定める。

⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）企業集団としての当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の基礎として、法令・倫理規範遵

守のためのビジネス行動規範を定めて、グループ会社の全役職員にこれを周知・徹底する。

２）国内外のグループ会社の経営上の意思決定および重要事項の当社との事前協議や当社への報告等が適切に行

われるようグループとしての意思決定規程・基準を整備するとともに、これらの規程・基準に基づき、当社の

取締役および執行役員が、それぞれ管掌する事業に関するグループ会社からの報告を受け、必要に応じてその

意思決定に関与する体制とすることにより、グループ全体の業務の適正を確保する。また、技術および財務に

関する事項については、取締役よりそれぞれチーフオフィサーを定め、これらの事項がグループ全体として適

正・効率的に行われる体制とする。

３）監査役は監査部署と協力し、監査計画に従って各グループ会社を適宜監査するとともに、必要に応じていつで

も各グループ会社の監査役および取締役・経営幹部に報告を求めることができる。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項

１）監査役の職務を補助すべき使用人として監査部署に監査役補助者を置く。当該監査役補助者の選任、異動、評

価については常勤監査役の了解を得たうえで決定し、取締役からの独立性を確保する。

２）監査役補助者は業務執行にかかる役職を兼務しない。

⑦取締役およびその使用人が監査役(会)に報告をするための体制その他の監査役(会)への報告に関する体制および

監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）取締役および使用人は、監査役(会)が定める監査計画に従って、当社の業務または業績に影響を与える重要な

事項について監査役に報告する。また、前記に関わらず、監査役は必要に応じていつでも、取締役および使用人

に対して報告を求めることができるとともに、重要な会議への出席およびそれら会議の議事録または稟議決

裁書類および各種報告書の閲覧を求めることができる。
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２）取締役は、コンプライアンスについての社内通報体制および緊急事態・事故発生時の報告体制を整え、その適

切な運用を維持することにより、それら問題発生について監査役への迅速かつ適切な報告体制を確保する。

３）監査役は、会計監査人および監査部署等と連携し、またグループ会社の監査役との意見・情報交換等を行い効

率的に監査が行える体制を確保する。取締役は、監査役監査の重要性と有用性を認識、理解し、監査部署ほか内

部監査体制の充実を図る。

（反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況）

　日東電工グループでは、日東電工行動基準に定める「法と倫理に基づいて行動しよう」を遵守するため、反社会

的取引防止についての基本事項を定めています。　運用においては、「日東電工グループ反社会的取引防止規程」

を定め、反社会的取引の禁止、従業員の義務、体制、渉外対応、周知徹底方法を明確にしています。

(4）役員報酬の内容

　当期における役員報酬等の内容は以下のとおりでありますが、役員報酬について、株主との利害を共有化し、会社

業績や企業価値との連動性を高め株主重視経営の徹底を図ることを目的とし、ストックオプション制度を導入して

おります。

区分
取締役 うち社外取締役

　

監査役 

　

うち社外監査役 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

株主総会決議に基づく報酬 9 222 2 16 5 98 3 30

役員賞与 7 240 － － － － － －

新株予約権（ストックオプション） 7 124 － － － － － －

計 － 586 － 16 － 98 － 30

 (注)１　使用人兼務取締役の使用人給与相当額(賞与を含む)は、上記の株主総会の決議に基づく報酬とは別枠であり　ま

す。当事業年度は使用人給与相当額の支給はありません。

２　取締役報酬限度額は月額２０百万円(第１３０回定時株主総会決議)、監査役報酬限度額は月額１２百万円(第１

３９回定時株主総会決議)であります。

３　新株予約権(ストックオプション)につきましては、第１４２回定時株主総会で、承認されたものであります。

４　上記表の報酬のほか、退職慰労金として６百万円を支給いたしております。これは、平成１６年６月２４日の第

１３９回定時株主総会の決議に基づく、役員退職慰労金制度廃止に伴う精算支給の対象であった役員が退職

したことにより、支払ったものであります。

（役員の報酬等の額または算定方法に係る決定に関する方針の概要）

①取締役の報酬

取締役の報酬、新株予約権による報酬および賞与は、それぞれ株主総会で決議いただいた総額の範囲内で、個々

の取締役の職務と責任および実績に応じて代表取締役の協議によって決定することにしております。

②監査役の報酬

監査役の報酬は、株主総会で決議いただいた監査役報酬総額の範囲内で、個々の監査役の職務と責任に応じた報

酬額を監査役の協議によって決定することにしております。

(5）監査報酬の内容

　当社および連結子会社の会計監査人である「あずさ監査法人」に対する報酬は下記のとおりであります。

・公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

82百万円（内、当社56百万円、連結子会社25百万円）

・上記以外の業務に基づく報酬

17百万円

(6）社外取締役および社外監査役との関係 

当社と当社社外取締役および社外監査役との間に、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はあ

りません。

(7）責任限定契約の内容の概要 

当社は定款に基づき社外取締役全員および社外監査役全員と会社法第４２３条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額であります。
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(8）取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。 

(9）取締役の選任決議

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、当該決議は累積投票によらないものとする旨を定款に定めており

ます。 

　(10) 自己の株式の取得の決定機関

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、取締役会の決議をもって自己の株式を市場取引等により取

得することができる旨を定款に定めております。

(11) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行なうため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって決する

旨を定款に定めております。

(12) 中間配当の決定機関

 当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 (3）当社は、平成19年７月１日に共信㈱と合併いたしました。このため、共信㈱の最近事業年度である第64期事業年度

（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表を記載しております。

　

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表および前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金

融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

の連結財務諸表および当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査

法人により監査を受けております。

　また、共信㈱は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、第64期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  75,762   80,182  

２　受取手形及び売掛金 ※５  150,377   142,070  

３　たな卸資産 　  72,293   72,403  

４　繰延税金資産 　  7,505   8,045  

５　その他の流動資産 　  10,892   13,894  

６　貸倒引当金 　  △1,528   △772  

流動資産合計 　  315,303 52.2  315,824 53.0

Ⅱ　固定資産 　       

(1）有形固定資産 　       

１　建物及び構築物 　  173,475   177,519  

２　機械装置及び運搬具 　  286,892   306,457  

３　工具・器具及び備品 　  33,248   33,741  

４　土地 　  19,666   19,530  

５　建設仮勘定 　  24,809   25,438  

６　減価償却累計額 　  △291,348   △318,883  

有形固定資産合計 　  246,744 40.8  243,803 40.9

(2）無形固定資産 　       

１　のれん 　  60   72  

２　その他の無形固定資産 　  6,707   6,538  

無形固定資産合計 　  6,768 1.1  6,610 1.1

(3）投資その他の資産 　       

１　投資有価証券 ※1,2  17,320   10,806  

２　繰延税金資産 　  2,191   3,431  

３　前払年金費用 　  11,050   11,241  

４　その他の投資

その他の資産
　  5,103   4,420  

５　貸倒引当金 　  △274   △166  

投資その他の資産合計 　  35,391 5.9  29,733 5.0

固定資産合計 　  288,904 47.8  280,148 47.0

資産合計 　  604,208 100.0  595,972 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 ※1,5  104,417   100,588  

２　短期借入金 　  24,228   8,416  

３　コマーシャル・ペーパー 　  10,000   －  

４　未払金 　  38,894   36,936  

５　未払費用 　  18,053   19,440  

６　未払法人税等 　  9,777   12,329  

７  役員賞与引当金 　  498   529  

８　その他の流動負債 　  3,552   2,296  

流動負債合計 　  209,422 34.7  180,536 30.3

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 　  1,806   6,933  

２　退職給付引当金 　  16,102   18,267  

３　役員退職慰労引当金 　  852   574  

４　繰延税金負債 　  1,628   457  

５　負ののれん 　  1,540   1,063  

６　その他の固定負債 　  5,244   2,545  

固定負債合計 　  27,174 4.5  29,842 5.0

負債合計 　  236,597 39.2  210,379 35.3

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  26,783   26,783  

２　資本剰余金 　  56,023   56,163  

３　利益剰余金 　  304,552   338,701  

４　自己株式 　  △28,829   △28,427  

　　株主資本合計 　  358,530 59.3  393,221 66.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額金 　  5,646   3,171  

２　繰延ヘッジ損益 　  △76   169  

３　為替換算調整勘定 　  842   △13,935  

　　評価・換算差額等合計 　  6,411 1.1  △10,594 △1.8

Ⅲ　新株予約権 　  484 0.1  897 0.2

Ⅳ　少数株主持分 　  2,183 0.3  2,068 0.3

純資産合計 　  367,610 60.8  385,593 64.7

負債及び純資産合計 　  604,208 100.0  595,972 100.0
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②【連結損益計算書】

　  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  679,822 100.0  745,259 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  496,361 73.0  548,551 73.6

売上総利益 　  183,460 27.0  196,708 26.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2,3  114,423 16.8  118,753 15.9

営業利益 　  69,037 10.2  77,954 10.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 611   676   

２　受取配当金 　 178   215   

３　持分法による投資利益 　 392   －   

４　受取賃貸料 　 337   311   

５　補助金収入 　 177   451   

６　作業屑収入 　 781   1,361   

７　負ののれん償却額 　 －   489   

８　雑収入 　 2,043 4,523 0.6 1,243 4,749 0.6

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 1,651   1,738   

２　売上割引 　 668   512   

３　為替差損 　 2,220   4,032   

４　雑損失 　 1,700 6,241 0.9 1,952 8,235 1.1

経常利益 　  67,319 9.9  74,468 10.0

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※４ 389   534   

２　投資有価証券売却益 　 11   308   

３　保険解約返戻益 　 －   427   

４　貸倒引当金戻入益 　 －   489   

５　その他特別利益 　 － 400 0.1 604 2,363 0.3

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※５ 456   201   

２　固定資産除却損 ※６ 1,197   4,927   

３　投資有価証券評価損 　 －   21   

４　減損損失 　 86   345   

５　特別退職金 ※７ 582   465   

６　関係会社株式売却損 　 77   －   

７　海外子会社年金制度整理費用 ※８ 218   －   

８　その他特別損失 　 － 2,618 0.4 1,778 7,741 1.0

税金等調整前当期純利益 　  65,100 9.6  69,090 9.3

法人税、住民税及び事業税 　 22,330   23,215   

法人税等調整額 　 1,116 23,447 3.4 △1,408 21,806 3.0

差引 　  41,653 6.2  47,284 6.3

少数株主利益 　  452 0.1  650 0.0

当期純利益 　  41,201 6.1  46,634 6.3
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日） （単位：百万円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高 26,783 51,166 274,678 △34,173 318,455

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △4,953  △4,953

剰余金の配当   △5,824  △5,824

取締役賞与（注）   △549  △549

当期純利益   41,201  41,201

自己株式の取得    △16 △16

自己株式の処分  4,857  5,360 10,217

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計 － 4,857 29,873 5,343 40,075

平成19年３月31日　残高 26,783 56,023 304,552 △28,829 358,530

　

　

 

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主
持分 純資産合計その他有価

証券評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高 6,712 － △3,702 3,009 － 12,742 334,206

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △4,953

剰余金の配当       △5,824

取締役賞与（注）       △549

当期純利益       41,201

自己株式の取得       △16

自己株式の処分       10,217

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

△1,065 △76 4,544 3,402 484 △10,558 △6,671

連結会計年度中の変動額合計 △1,065 △76 4,544 3,402 484 △10,558 33,403

平成19年３月31日　残高 5,646 △76 842 6,411 484 2,183 367,610

 (注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日） （単位：百万円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高 26,783 56,023 304,552 △28,829 358,530

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △12,485  △12,485

当期純利益   46,634  46,634

自己株式の取得    △6 △6

自己株式の処分  140  408 548
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計 － 140 34,148 402 34,691

平成20年３月31日　残高 26,783 56,163 338,701 △28,427 393,221

　

　

 

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主
持分 純資産合計その他有価

証券評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高 5,646 △76 842 6,411 484 2,183 367,610

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当       △12,485

当期純利益       46,634

自己株式の取得       △6

自己株式の処分       548

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

△2,475 246 △14,777 △17,006 413 △115 △16,708

連結会計年度中の変動額合計 △2,475 246 △14,777 △17,006 413 △115 17,982

平成20年３月31日　残高 3,171 169 △13,935 △10,594 897 2,068 385,593
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　  

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　税金等調整前当期純利益 　 65,100 69,090

２　減価償却費 　 40,169 49,617

３　減損損失 　 86 345

４　退職給付引当金の増減額 　 △296 2,267

５　役員退職慰労引当金の増減額 　 △12 △277

６　受取利息及び受取配当金 　 △790 △892

７　支払利息 　 1,651 1,738

８　為替差損益 　 △0 △84

９　持分法による投資損益 　 △392 146

10　投資有価証券評価損 　 － 21

11　固定資産除売却損益 　 1,264 4,595

12　売上債権の増減額 　 △5,401 △1,082

13　たな卸資産の増減額 　 △11,613 △4,465

14　未収入金の増減額 　 △308 △383

15　仕入債務の増減額 　 9,849 5,495

16　未払費用の増減額 　 △618 2,283

17　役員賞与の支払額 　 △582 －

18　その他の増減額 　 2,397 △5,118

小計 　 100,505 123,299

19　利息及び配当金の受取額 　 755 858

20　利息の支払額 　 △1,104 △1,762

21　法人税等の支払額及び還付額 　 △37,124 △20,799

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 63,032 101,595

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　定期預金の増減額 　 △218 238

２　固定資産の取得による支出 　 △77,716 △66,850

３　固定資産の売却による収入 　 1,308 2,995

４　投資有価証券の取得による支出 　 △112 △209

５　投資有価証券の売却による収入 　 18 2,745

６　関係会社株式の取得による支出 　 △613 △392

７　関係会社株式の売却による収入 　 99 153

８　貸付けによる支出 　 △80 △331

９　貸付金の回収による収入 　 29 181

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △77,285 △61,468

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　短期借入金の増減額 　 2,555 △8,579

２　コマーシャル・ペーパーの増減額 　 10,000 △10,000

３　長期借入による収入 　 － 6,741

４　長期借入金の返済による支出 　 △1,386 △3,798

５　自己株式の増減額 　 819 542

６　配当金の支払額 　 △10,777 △12,485

７　少数株主への配当金の支払額 　 △330 △68

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 879 △27,648

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 1,240 △7,822

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 △12,132 4,655

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 86,684 74,551

Ⅶ　新規連結による現金及び現金同等物の増加額 　 － 31

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 　 74,551 79,238

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

 55/139



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社および非連結子会社の数

１　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社および非連結子会社の数

連結子会社 112社

非連結子会社 5社

合計 117社

連結子会社 105社

非連結子会社 4社

合計 109社

新規連結子会社

・会社設立によるもの

SHENZHEN NITTO OPTICAL CO.,LTD. 　他５社
　

　

新規連結子会社

・会社設立によるもの

NISSHO PRECISION VIETNAM CO.,LTD. 
       ・非連結子会社からの異動

       KOREA NITTO DENKO CO.,LTD. 

消滅連結子会社

・関係会社間の会社統合によるもの

  日東マシナリー㈱

 

　

　

消滅連結子会社

・当社との会社統合によるもの

  共信㈱

日東電工マテックス㈱

       ・清算・売却等によるもの

         KYOSHIN ELECTORONICS(SHANGHAI)CO.,LTD.
他６社

新規非連結子会社

・会社設立によるもの

──────

新規非連結子会社

・会社設立によるもの

──────

消滅非連結子会社　1社 消滅非連結子会社　1社

②　主要な連結子会社

日昌㈱

日東電工マテックス㈱

共信㈱

TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD. 
KOREA NITTO OPTICAL CO.,LTD. 

②　主要な連結子会社

日昌㈱

NITTO EUROPE NV
NITTO AMERICAS,INC.
NITTO DENKO（CHINA）INVESTMENT CO.,
LTD. 
NITTO DENKO（SUZHOU）CO.,LTD. 

③　主要な非連結子会社

KOREA NITTO DENKO CO.,LTD. 

③　主要な非連結子会社

NITTO DENKO TECHNICAL CORPORATION

④　非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外

しました。

④　非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

同左

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社に対する投資については、すべて持分法

を適用しております。

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社および関連会社に対する投資について

は、すべて持分法を適用しております。

①　持分法の適用会社数 ①　持分法の適用会社数

非連結子会社 5社

 消滅非連結子会社　1社

・清算によるもの 

㈱共信ビル 

消滅関連会社　1社 

・売却によるもの  

PHILIPPINE ADVANCED PROCESSING

TECHNOLOGY, INC. 

非連結子会社 4社

関連会社 1社

合計
　

5社
　

新規関連会社                    

・会社設立によるもの

Kathyd Technology,LLC

消滅非連結子会社

・連結子会社へ異動

KOREA NITTO DENKO CO.,LTD. 
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

②　主要な持分法適用会社

KOREA NITTO DENKO CO.,LTD. （非連結子会
社）

 

②　主要な持分法適用会社

NITTO DENKO TECHNICAL CORPORATION（非
連結子会社）

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、

SHANGHAI NITTO OPTICAL CO.,LTD.他21社を除き、

すべて連結決算日と同一であります。

上記22社の決算日は12月31日でありますが、連結決算

日（３月31日）において仮決算を実施した上で連結

しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、

SHANGHAI NITTO OPTICAL CO.,LTD.他20社を除き、

すべて連結決算日と同一であります。

上記21社の決算日は12月31日でありますが、連結決算

日（３月31日）において仮決算を実施した上で連結

しております。

４　会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります）

４　会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…同左

 

 

 

時価のないもの

…移動平均法による原価法

時価のないもの

…同左

デリバティブ…時価法

たな卸資産……主として総平均法による低価法

デリバティブ…同左

たな卸資産……同左

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産…主として定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　２～60年

機械装置及び運搬具　２～17年

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産…同左

 

 

 

（追加情報）

　平成19年度の法人税法の改正を契機に、一部の設

備につき経済的耐用年数の見直しを行った結果、当

連結会計年度より耐用年数を従来の7年から5年に

短縮しております。この結果、従来と同一の耐用年

数によった場合と比較し、営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ2,703百万円

少なく計上されております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

　また、当連結会計年度より、取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却しております。この変更による影響は軽

微であります。

 

無形固定資産…定額法

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

無形固定資産…同左

 

 

 

 

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

 57/139



前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別の回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

役員賞与引当金

当社および国内連結子会社は役員賞与の支出に

備えるため、当連結会計年度における支給見込額

を計上しております。

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）

を適用しております。

これにより営業利益、経常利益および税金等調整

前当期純利益は、それぞれ498百万円減少してお

ります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

役員賞与引当金

当社および国内連結子会社は役員賞与の支出に

備えるため、当連結会計年度における支給見込額

を計上しております。 

 

 

 

 

          　

 

 

  

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。

退職給付引当金

同左

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、国内連結

子会社は、内規に基づく期末要支給見込額を計上

しております。

役員退職慰労引当金

同左

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および

費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定および

少数株主持分に含めております。 

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

同左

 

 

 

 

 

 

 

⑤　重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

⑤　重要なリース取引の処理方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

予定取引に係る為替予約に関して繰延ヘッジ処

理を採用しております。通貨スワップについて

は、振当処理の要件を満たす場合は振当処理を

行っております。金利スワップについては、特例

処理の要件を満たす場合は特例処理を行ってお

ります。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

同左

 

 

 

 

 

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、通貨スワップ、

金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建債権債務等

ヘッジ手段…同左

 

ヘッジ対象…同左

ハ　ヘッジ方針

為替変動リスクおよび金利変動リスクの回避を

目的としております。

ハ　ヘッジ方針

同左

 

ニ  ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。 

ニ  ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

 

 

 

 

⑦　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

⑦　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価については、部分

時価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

同左

６　のれんまたは負ののれんの償却に関する事項

のれんまたは負ののれんについては、５年間の均等償

却を行っております。なお、重要性の少ない場合には、

発生連結会計年度に全額償却しております。

６　のれんまたは負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金、取得日から３ヶ月以内に満期の到来する定期預

金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

 59/139



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は365,018百万

円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

　

（企業結合に係る会計基準等）

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」（平

成15年10月31日）および「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第7号　平成17年12月27日）並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正　平成

18年12月22日）を適用しております。

　

（ストックオプション等に関する会計基準）

当連結会計年度より、「ストックオプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）お

よび「ストックオプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号　最終改正　平成18年

５月31日）を適用しております。

これにより営業利益、経常利益および税金等調整前当期純

利益は、それぞれ484百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

 ──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

 

 

 

 

 

 

 

　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「営業権」および「連結調整勘

定」として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「のれん」および「負ののれん」と表示しております。

（連結損益計算書関係）　

「作業屑収入」は、前連結会計年度まで営業外収益の「雑

収入」に含めて表示していましたが、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「作業屑収入」の金額は

347百万円であります。 

 ──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

※１　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

投資有価証券   　  61百万円 投資有価証券   　  18百万円

　担保付債務は、次のとおりであります。 　担保付債務は、次のとおりであります。

支払手形及び買掛金 13百万円 支払手形及び買掛金 5百万円

※２　非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。

※２　非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式）    1,988百万円 投資有価証券（株式）    1,876百万円

　３　保証債務

従業員の銀行借入金に対し、債務保証を行っており

ます。

　３　保証債務

従業員の銀行借入金に対し、債務保証を行っており

ます。

従業員（住宅資金借入） 27百万円 従業員（住宅資金借入）   25百万円

　４　受取手形裏書譲渡高   657百万円 　４　受取手形裏書譲渡高      5百万円

※５　連結会計年度末日満期手形

当連結会計年度の末日は、金融機関の休業日であり

ますが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。連結会計年度末残高から除かれている

連結期末日満期手形は次のとおりであります。

受取手形 1,513百万円 

支払手形  311百万円 

　

※５　連結会計年度末日満期手形

 　　　　　　──────
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　たな卸資産の低価基準による評価減の金額

154百万円

※１　たな卸資産の低価基準による評価減の金額

   1,592百万円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のとお

りであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のとお

りであります。

諸手数料 6,134百万円

支払運賃 16,682

減価償却費 6,725

人件費 46,778

退職給付引当金繰入額 2,351

役員退職慰労引当金繰入額 159

役員賞与引当金繰入額 498

諸手数料    5,530百万円

支払運賃 17,103

減価償却費 7,125

人件費 47,778

退職給付引当金繰入額 2,698

役員退職慰労引当金繰入額 114

役員賞与引当金繰入額 520

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は21,733百万円で

あります。

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は22,096百万円で

あります。

※４　固定資産売却益の主なものは土地、建物及び構築物、

機械装置及び運搬具の売却によるものであります。

※４　固定資産売却益の主なものは機械装置及び運搬具の

売却によるものであります。

※５　固定資産売却損の主なものは土地の売却によるもの

であります。

※５　固定資産売却損の主なものは器具備品の売却による

ものであります。

※６　固定資産除却損の主なものは機械装置及び運搬具、

建物及び構築物、工具・器具及び備品の除却による

ものであります。

※６　　　　　　　　　　同左

※７　特別退職金は、関係会社間の転籍に伴う割増退職金

等であります。

※７　　　　　　　　　　同左

※８　一部の米国子会社において、年金制度の見直しを

行ったことによるものであります。

※８　　　　　　　 ──────
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 173,758 － － 173,758

自己株式     

普通株式（注）１、２ 8,645 2 1,355 7,292

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加の内訳   

   　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　　　　　　 　　2千株 

２ 普通株式の自己株式の減少の内訳    

 　 　株式交換による自己株式の移転 　　　　　　　　　　　 　1,205千株 

　 　　　　ストックオプションの行使による自己株式の交付 　　 　　　150千株 

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　                  　0千株

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 内訳 目的となる株式の種類
当連結会計年度末

残高（百万円）

 提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 － 484

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日

定時株主総会
普通株式 4,953 30 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年10月27日

取締役会
普通株式 5,824 35 平成18年９月30日 平成18年11月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日

定時株主総会
普通株式 5,826 利益剰余金 35 平成19年３月31日 平成19年６月25日

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 173,758 ― ― 173,758

自己株式     

普通株式（注）１、２ 7,292 1 103 7,189

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加の内訳   

   　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　　　　　　 　　1千株 

２ 普通株式の自己株式の減少の内訳    

　 　　　　ストックオプションの行使による自己株式の交付 　　 　　　103千株 

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　                  　0千株
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２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 内訳 目的となる株式の種類
当連結会計年度末

残高（百万円）

 提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 － 897

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日

定時株主総会
普通株式 5,826 35 平成19年３月31日 平成19年６月25日

平成19年10月30日

取締役会
普通株式 6,659 40 平成19年９月30日 平成19年11月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月20日

定時株主総会
普通株式 6,662 利益剰余金 40 平成20年３月31日 平成20年６月23日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係（平成19年３月31

日現在）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係（平成20年３月31

日現在）

現金及び預金勘定 75,762百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △1,211

現金及び現金同等物 74,551

現金及び預金勘定 80,182百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △944

現金及び現金同等物 79,238

２　重要な非資金取引の内容

当連結会計年度において、連結子会社である共信㈱を

株式交換により完全子会社化しております。これにより、

資本剰余金が4,614百万円増加し、自己株式が4,766百万円

減少しております。

２　重要な非資金取引の内容

──────
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 7 5 2

機械装置及び
運搬具

687 379 308

工具・器具及び
備品

263 164 99

その他 111 105 6

合計 1,071 655 415

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 578 121 457

機械装置及び
運搬具

604 428 175

工具・器具及び
備品

250 151 99

その他 3 1 2

合計 1,437 702 734

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内   192百万円

１年超 238

計 431

１年以内      176百万円

１年超 580

計 756

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

支払リース料    282百万円

減価償却費相当額    258百万円

支払利息相当額   16百万円

支払リース料      249百万円

減価償却費相当額      231百万円

支払利息相当額     17百万円

(4）減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

・支払利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 3,300 12,691 9,391

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 172 244 71

(3）その他 － － －

小計 3,473 12,936 9,462

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 69 50 △18

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 69 50 △18

合計 3,542 12,986 9,444

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却損益の合計額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

３　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日）

その他有価証券

非上場株式 180百万円

優先出資証券 2,000百万円

投資事業有限責任組合および

それに類する組合への出資
164百万円

合計 2,345百万円

４　その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成19年３月31

日）

記載対象はありません。

当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日）
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　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 2,988 8,358 5,369

(2）債券    

①　国債・地方債

等
― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 2,988 8,358 5,369

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 249 176 △73

(2）債券    

①　国債・地方債

等
― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 249 176 △73

合計 3,238 8,534 5,295

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

2,437 308 0

３　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日）

その他有価証券

非上場株式 　100百万円

投資事業有限責任組合および

それに類する組合への出資
　294百万円

合計 　394百万円

４　その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成20年３月31

日）

記載対象はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当社グループは、外貨建債権債務に係わる将来の為替レートの変動リスクおよび金利の

変動リスクを回避する目的で、主として包括的な為替予約取引、通貨スワップ取引、金利

スワップ取引および通貨オプション取引を行いますが、投機目的やトレーディング目的

で、これらのデリバティブ取引を利用することは行わない方針をとっております。なお、

デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約、通貨スワップ、金利スワップ

ヘッジ対象………外貨建債権債務等

　

(2）ヘッジ方針

為替変動リスクおよび金利変動リスクの回避を目的としております。

また、当社グループが利用しているデリバティブ取引は、為替市場および金利市場の変

動によるリスクを有しております。当社グループは格付の高い大手金融機関のみを取

引相手としてデリバティブ取引を行っているので、信用リスクはないと判断しており

ます。

なお、デリバティブ取引の利用目的、取引業務に関する権限、取引限度額および報告

体制等について取引管理規程を定め、これに則ってデリバティブ取引を執行しており、

当規程に定めのない目的の取引は行わないことにしております。

２　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益

通貨関連

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引     

売建     

（米ドル） 10,526 － 10,742 △215

（台湾ドル） 15,362 － 15,155 206

買建     

（日本円） 1,645 － 1,652 6

（米ドル） 93 － 92 △1

（ユーロ） 16 － 17 1

合計 － － － △3

　（注）１ ヘッジ会計が適用されている為替予約取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引については、記載対象から除

いております。

２ 時価の算定方法は、先物為替相場、契約締結先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

当連結会計年度

１　取引の状況に関する事項
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当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当社グループは、外貨建債権債務に係わる将来の為替レートの変動リスクおよび金利の

変動リスクを回避する目的で、主として包括的な為替予約取引、通貨スワップ取引、金利

スワップ取引および通貨オプション取引を行いますが、投機目的やトレーディング目的

で、これらのデリバティブ取引を利用することは行わない方針をとっております。なお、

デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約、通貨スワップ、金利スワップ

ヘッジ対象………外貨建債権債務等

　

(2）ヘッジ方針

為替変動リスクおよび金利変動リスクの回避を目的としております。

また、当社グループが利用しているデリバティブ取引は、為替市場および金利市場の変

動によるリスクを有しております。当社グループは格付の高い大手金融機関のみを取

引相手としてデリバティブ取引を行っているので、信用リスクはないと判断しており

ます。

なお、デリバティブ取引の利用目的、取引業務に関する権限、取引限度額および報告

体制等について取引管理規程を定め、これに則ってデリバティブ取引を執行しており、

当規程に定めのない目的の取引は行わないことにしております。

２　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益

通貨関連

　 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引     

売建     

（米ドル） 19,379 － 18,029 1,350

（ユーロ） 35 － 36 △0

（台湾ドル） 18,921 － 18,416 504

買建     

（日本円） 2,239 － 2,294 55

（米ドル） 133 － 128 △4

合計 － － － 1,904

　（注）１ ヘッジ会計が適用されている為替予約取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引については、記載対象から除

いております。

２ 時価の算定方法は、先物為替相場、契約締結先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度および退職

一時金制度を設けており、一部の連結子会社は複数事業主制度の企業年金に加入しております。

　また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日）

①　退職給付債務 103,758百万円

②　年金資産 93,122百万円

③　未積立退職給付債務（①－②） 10,636百万円

④　未認識数理計算上の差異 9,770百万円

⑤　未認識過去勤務債務 △4,186百万円

⑥　小計（③－④－⑤） 　5,052百万円

⑦　前払年金費用 11,050百万円

⑧　退職給付引当金（⑥＋⑦） 16,102百万円
　  

　（注）１　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２　一部の連結子会社が加入する企業年金については、複数事業主制度のもと、拠出に対応する年金資

産の額を合理的に計算することができないため、当該会社の掛け金割合により算出しておりま

す。

当連結会計年度末における当該年金資産の額は、1,844百万円であります。

３　退職給付費用に関する事項（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

①　勤務費用 3,546百万円

②　利息費用 2,361百万円

③　期待運用収益 2,996百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 1,501百万円

⑤　過去勤務債務の費用処理額 △475百万円

⑥　退職給付費用（①＋②－③＋④＋⑤） 　3,938百万円
　  

　（注）１　上記退職給付費用以外に、割増退職金を582百万円支払っており、特別損失として計上しておりま

す。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①　勤務費用」に計上しております。

３　複数事業主制度の企業年金への掛け金拠出額110百万円は勤務費用に含めております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率   2.0～2.5 ％

③　期待運用収益率   1.5～3.5 ％

④　過去勤務債務の額の処理年数   12年

⑤　数理計算上の差異の処理年数   12年

当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度および退職

一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２　退職給付債務に関する事項（平成20年３月31日）

①　退職給付債務  107,228百万円

②　年金資産 　82,331百万円

③　未積立退職給付債務（①－②） 　24,897百万円

④　未認識数理計算上の差異 　21,582百万円

⑤　未認識過去勤務債務 　△3,711百万円

⑥　小計（③－④－⑤） 　7,026百万円

⑦　前払年金費用 　11,241百万円
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⑧　退職給付引当金（⑥＋⑦） 　18,267百万円
　  

　（注）１　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

①　勤務費用 　4,740百万円

②　利息費用 　2,544百万円

③　期待運用収益 　3,138百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 　1,761百万円

⑤　過去勤務債務の費用処理額 　△543百万円

⑥　退職給付費用（①＋②－③＋④＋⑤） 　5,364百万円
　  

　（注）１　上記退職給付費用以外に、割増退職金を465百万円支払っており、特別損失として計上しておりま

す。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①　勤務費用」に計上しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 　　2.0～2.5％

③　期待運用収益率 　　1.5～3.5％

④　過去勤務債務の額の処理年数 　　12年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 　　12年
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（ストックオプション等関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．ストックオプションに係る当連結会計年度における費用計上額および科目名 

販売費及び一般管理費　　　　484百万円 

２．ストックオプションの内容、規模およびその変動状況

(1）ストックオプションの内容

 
平成15年
一般型

ストックオプション

平成16年
一般型

ストックオプション

平成16年
株式報酬型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　17、当社フェローおよび従

業員90、子会社の取締役９

当社取締役および執行役員　

　　20、当社フェローおよび従

業員90、子会社の取締役８

当社取締役および執行役員　

　　18

ストックオプション数

（株）（注4）
普通株式　　326,200 普通株式　　341,000 普通株式　　40,500　

付与日 平成15年９月５日 平成16年８月５日 平成16年６月24日

権利確定条件

付与日（平成15年９月５
日）以降、権利確定日（平成

15年12月31日）まで継続し
て当社または子会社の取締

役、執行役員、監査役、相談

役、顧問等または従業員の地

位にあること（注１）

付与日（平成16年８月５

日）以降、権利確定日（平成

16年12月31日）まで継続し

て当社または子会社の取締

役、執行役員、フェロー、監査

役、顧問等または従業員の地

位にあること（注１）  

 付与日（平成16年６月24

日）以降、権利確定日（平

成17年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

対象勤務期間
平成15年９月５日～

平成15年12月31日

 平成16年８月５日～

平成16年12月31日

平成16年６月24日～

平成17年６月１日

権利行使期間
 平成16年１月１日～

平成18年12月31日

平成17年１月１日～

平成19年12月31日 

平成16年６月25日～

平成36年６月24日（注３）

 
平成17年
一般型

ストックオプション

平成17年
株式報酬型

ストックオプション

平成18年
株式報酬型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　20、当社フェローおよび従

業員87、子会社の取締役50

当社取締役および執行役員　

　　18

当社取締役および執行役員　

　　18

ストックオプション数

（株）(注4）
普通株式　　387,000 普通株式　　37,100 普通株式　　26,500

付与日 平成17年８月８日 平成17年６月24日 平成18年７月10日

権利確定条件

 付与日（平成17年８月８

日）以降、権利確定日（平

成17年12月31日）まで継続

して当社または子会社の取

締役、執行役員、フェロー、

監査役、顧問等または従業

員の地位にあること（注

１）  

 付与日（平成17年６月24
日）以降、権利確定日（平

成18年６月１日）まで継続
して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

 付与日（平成18年７月10

日）以降、権利確定日（平

成19年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

対象勤務期間
平成17年８月８日～

平成17年12月31日

 平成17年６月24日～

平成18年６月１日

 平成18年７月10日～

平成19年６月１日

権利行使期間
平成18年１月１日～

平成20年12月31日 

 平成17年６月25日～

平成37年６月24日（注３）

平成18年７月11日～

平成48年７月10日（注３）

 
平成18年
一般型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員

19、当社フェローおよび従業

員87、子会社の取締役39
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平成18年
一般型

ストックオプション

ストックオプション数

（株）(注４）
普通株式　　356,900

付与日 平成18年11月２日

権利確定条件

付与日（平成18年11月２
日）以降、権利確定日（平成

18年12月31日）まで継続し
て当社または当社の子会社

の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１） 

対象勤務期間
 平成18年11月２日～

平成18年12月31日

権利行使期間
 平成19年１月１日～

平成21年12月31日

 （注1）付与日から権利確定日までの間に当社または当社の子会社の取締役、執行役員、フェロー、監査役、顧問等ま

たは従業員の地位を喪失した場合、付与対象者はストックオプションの一部又は全部を放棄する条件となっ

ております。

 （注2）付与日から権利確定日までの間に取締役・執行役員の地位を喪失した場合、付与対象者はストックオプショ

ンの一部又は全部を失効する条件となっております。

 （注3）権利行使期間内において、原則として当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社の執行

役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、ストックオプションを行使できます。

 （注4）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストックオプションの規模およびその変動状況

　当連結会計年度において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストックオプションの数

 
一般型

ストックオプション
株式報酬型

ストックオプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 － 37,100

付与 356,900 26,500

失効 － －

権利確定 356,900 37,100

未確定残 － 26,500

権利確定後　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 579,600 40,500

権利確定 356,900 37,100

権利行使 149,000 1,000

失効 7,700 －

未行使残 779,800 76,600

②　単価情報

 
一般型

ストックオプション
 株式報酬型

ストックオプション 

 権利行使 未決済残 権利行使 未決済残 

権利行使価格　（円） 5,605 6,589 1 1

行使時平均株価（円） 8,682 － 7,398 －

公正な評価単価（付与

日）（円）
－ 944 － 7,429

 （注）公正な評価単価は平成18年ストックオプションの単価であります。
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３．ストックオプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成18年ストックオプションについての公正な評価単価の見積方法は以

下のとおりであります。 

 　（１）　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

 　（２）　主な基礎数値および見積方法

　

平成18年

 一般型

ストックオプション

平成18年

 株式報酬型

ストックオプション

 株価変動性（注）１  　　　　　　　　　　　　　　32.331 ％  　　　　　　　　　　　　　　35.281 ％

 予想残存期間（注）２  　　　　　　　　　　　　　　1.66 年  　　　　　　　　　　　　　　1　年

 予想配当（注）３  　　　　　　　　　　　　65 円／株  　　　　　　　　　　　　60 円／株

 無リスク利子率（注）４  　　　　　　　　　　　　　0.649 ％  　　　　　　　　　　　　　0.587 ％

（注）１ (一般型ストックオプション)

付与日より過去1年8ヶ月の週次株価（平成17年３月３日から平成18年11月２日）に基づき

算定しております。　　　　 

(株式報酬型ストックオプション)

付与日より過去1年の週次株価（平成17年7月11日から平成18年7月10日）に基づき算定し

ております。

２ (一般型ストックオプション)

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点にお

いて行使されるものと推定して見積もっております。

(株式報酬型ストックオプション)

権利行使期間満了日までの期間に代え、権利確定までの期間を用いております。

３ (一般型ストックオプション)

付与日における過去1年間の配当実績（平成18年3月期末配当金30円、平成18年9月中間配当

金35円）によっております。

(株式報酬型ストックオプション)

付与日における過去1年間の配当実績（平成17年9月中間配当金30円、平成18年3月期末配当

金30円）によっております。

４ 付与日における予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

４．ストックオプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．ストックオプションに係る当連結会計年度における費用計上額および科目名 

販売費及び一般管理費　　　　438百万円 

２．ストックオプションの内容、規模およびその変動状況

(1）ストックオプションの内容

 
平成16年
一般型

ストックオプション

平成16年
株式報酬型

ストックオプション

平成17年
一般型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　20、当社フェローおよび従

業員90、子会社の取締役８

当社取締役および執行役員　

　　18

当社取締役および執行役員　

　　20、当社フェローおよび従

業員87、子会社の取締役50

ストックオプション数

（株）（注4）
普通株式　　341,000 普通株式　　40,500　 普通株式　　387,000

付与日 平成16年８月５日 平成16年６月24日 平成17年８月８日
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平成16年
一般型

ストックオプション

平成16年
株式報酬型

ストックオプション

平成17年
一般型

ストックオプション

権利確定条件

付与日（平成16年８月５

日）以降、権利確定日（平成

16年12月31日）まで継続し

て当社または子会社の取締

役、執行役員、フェロー、監査

役、顧問等または従業員の地

位にあること（注１）  

 付与日（平成16年６月24

日）以降、権利確定日（平

成17年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

 付与日（平成17年８月８

日）以降、権利確定日（平

成17年12月31日）まで継続

して当社または子会社の取

締役、執行役員、フェロー、

監査役、顧問等または従業

員の地位にあること（注

１）  

対象勤務期間
 平成16年８月５日～

平成16年12月31日

平成16年６月24日～

平成17年６月１日

平成17年８月８日～

平成17年12月31日

権利行使期間
平成17年１月１日～

平成19年12月31日 

平成16年６月25日～

平成36年６月24日（注３）

平成18年１月１日～

平成20年12月31日 

 
平成17年
株式報酬型

ストックオプション

平成18年
株式報酬型

ストックオプション

平成18年
一般型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　18

当社取締役および執行役員　

　　18

当社取締役および執行役員

19、当社フェローおよび従業

員87、子会社の取締役39

ストックオプション数

（株）(注4）
普通株式　　37,100 普通株式　　26,500 普通株式　　356,900

付与日 平成17年６月24日 平成18年７月10日 平成18年11月２日

権利確定条件

 付与日（平成17年６月24
日）以降、権利確定日（平

成18年６月１日）まで継続
して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

 付与日（平成18年７月10

日）以降、権利確定日（平

成19年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

付与日（平成18年11月２
日）以降、権利確定日（平成

18年12月31日）まで継続し
て当社または当社の子会社

の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１） 

対象勤務期間
 平成17年６月24日～

平成18年６月１日

 平成18年７月10日～

平成19年６月１日

 平成18年11月２日～

平成18年12月31日

権利行使期間
 平成17年６月25日～

平成37年６月24日（注３）

平成18年７月11日～

平成48年７月10日（注３）

 平成19年１月１日～

平成21年12月31日

 
平成19年
株式報酬型

ストックオプション

平成19年
一般型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　23

当社取締役および執行役員

24、当社フェローおよび従業

員91、子会社の取締役27

ストックオプション数

（株）(注４）
普通株式　　33,300 普通株式　　367,300

付与日 平成19年７月30日 平成19年９月14日

権利確定条件

 付与日（平成19年７月30

日）以降、権利確定日（平

成20年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

付与日（平成19年９月14
日）以降、権利確定日（平成

19年12月31日）まで継続し
て当社または当社の子会社

の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１） 
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平成19年
株式報酬型

ストックオプション

平成19年
一般型

ストックオプション

対象勤務期間
 平成19年７月30日～

平成20年６月１日

 平成19年９月14日～

平成19年12月31日

権利行使期間
平成19年７月31日～

平成49年７月30日（注３）

 平成20年１月１日～

平成22年12月31日

 （注1）付与日から権利確定日までの間に当社または当社の子会社の取締役、執行役員、フェロー、監査役、顧問等ま

たは従業員の地位を喪失した場合、付与対象者はストックオプションの一部又は全部を放棄する条件となっ

ております。

 （注2）付与日から権利確定日までの間に取締役・執行役員の地位を喪失した場合、付与対象者はストックオプショ

ンの一部又は全部を失効する条件となっております。

 （注3）権利行使期間内において、原則として当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社の執行

役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、ストックオプションを行使できます。

 （注4）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストックオプションの規模およびその変動状況

　当連結会計年度において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストックオプションの数

 
一般型

ストックオプション
株式報酬型

ストックオプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 － 26,500

付与 367,300 33,300

失効 － －

権利確定 367,300 26,500

未確定残 － 33,300

権利確定後　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 779,800 76,600

権利確定 367,300 26,500

権利行使 96,500 6,600

失効 53,300 －

未行使残 997,300 96,500

②　単価情報

 
一般型

ストックオプション
 株式報酬型

ストックオプション 

 権利行使 未決済残 権利行使 未決済残 

権利行使価格　（円） 5,410 6,530 1 1

行使時平均株価（円） 5,748 － 5,742 －

公正な評価単価（付与

日）（円）
－ 789 － 6,554

３．ストックオプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成19年ストックオプションについての公正な評価単価の見積方法は以

下のとおりであります。 

 　（１）　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

 　（２）　主な基礎数値および見積方法

　

平成19年

 一般型

ストックオプション

平成19年

 株式報酬型

ストックオプション

 株価変動性（注）１  　　　　　　　　　　　　　　32.787 ％  　　　　　　　　　　　　　　31.665 ％

 予想残存期間（注）２  　　　　　　　　　　　　　　1.80 年  　　　　　　　　　　　　　　1　年

 予想配当（注）３  　　　　　　　　　　　　70 円／株  　　　　　　　　　　　　70 円／株

 無リスク利子率（注）４  　　　　　　　　　　　　　0.778 ％  　　　　　　　　　　　　　0.795 ％

（注）１ (一般型ストックオプション)

年率、過去１年10ヵ月の週次株価（平成17年11月15日～平成19年９月14日の各週の最終取

引日における終値）に基づき算出しております。　　　 

(株式報酬型ストックオプション)

年率、過去１年10ヵ月の週次株価（平成18年７月31日～平成19年７月30日の各週の最終取

引日における終値）に基づき算出しております。　

２ (一般型ストックオプション)

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点にお
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いて行使されるものと推定して見積もっております。

(株式報酬型ストックオプション)

権利行使期間満了日までの期間に代え、権利確定までの期間を用いております。

３ (一般型ストックオプション)

付与日における過去１年間の配当実績（平成18年9月中間配当金35円、平成19年3月期末配

当金35円）によっております。

(株式報酬型ストックオプション)

付与日における過去１年間の配当実績（平成18年9月中間配当金35円、平成19年3月期末配

当金35円）によっております。

４ (一般型ストックオプション)

年率、平成19年９月14日の国債利回り（残存期間1.80年）であります。

(株式報酬型ストックオプション)

年率、平成19年７月30日の国債利回り（残存期間１年）であります。

４．ストックオプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

［流動資産］ ［流動資産］

（繰延税金資産）  

たな卸資産評価損 510百万円

たな卸資産未実現利益 1,637

未払事業税 878

未払金 304

未払費用 3,955

その他 1,459

繰延税金資産小計 8,744

評価性引当額 △1,239

繰延税金資産合計 7,505

繰延税金資産の純額 7,505

（繰延税金資産）  

たな卸資産評価損   836百万円

たな卸資産未実現利益 1,554

未払事業税 1,165

未払金 315

未払費用 4,530

その他 1,028

繰延税金資産小計 9,430

評価性引当額 △1,271

繰延税金資産合計 8,159

　  

（繰延税金負債）  

 繰延ヘッジ損益 113

 繰延税金負債合計 113

繰延税金資産の純額 8,045

［固定資産］ ［固定資産］

（繰延税金資産）  

減価償却費損金算入限度超過額 2,744百万円

無形固定資産 128

退職給付引当金 2,935

役員退職慰労引当金 459

繰越欠損金 6,856

その他 1,262

繰延税金資産小計 14,386

評価性引当額 △5,502

繰延税金資産合計 8,883

　  

（繰延税金負債）  

前払年金費用 637百万円

固定資産圧縮積立金 206

特別償却準備金 410

在外子会社留保利益 1,363

その他有価証券評価差額金 3,792

在外子会社減価償却費 1,431

その他 479

繰延税金負債合計 8,321

繰延税金資産の純額 562

（繰延税金資産）  

減価償却費損金算入限度超過額    3,259百万円

無形固定資産 103

退職給付引当金 2,951

役員退職慰労引当金 345

繰越欠損金 5,954

その他 1,706

 繰延税金資産小計 14,321

 評価性引当額 △5,265

繰延税金資産合計 9,055

　  

（繰延税金負債）  

前払年金費用    551百万円

固定資産圧縮積立金 271

特別償却準備金 145

圧縮特別勘定積立金 136

在外子会社留保利益 1,698

その他有価証券評価差額金 2,132

在外子会社減価償却費 911

その他 235

繰延税金負債合計 6,082

繰延税金資産の純額 2,973
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　 (単位：％)

法定実効税率 40.2

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.2

試験研究費等の特別税額控除等 △6.4

評価性引当額 1.3

在外子会社の税率差異 △0.7

その他 1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.0

　 (単位：％)

法定実効税率 40.2

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.3

試験研究費等の特別税額控除等 △8.6

評価性引当額　 △0.3

在外子会社の税率差異 △11.3

連結消去された受取配当金　 9.9

その他 1.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.6
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（企業結合等関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（共信㈱の完全子会社化）

　　当社は、平成18年６月23日開催の取締役会において、共

信㈱を完全子会社とするため株式交換を行うことを決

議し、同日付で株式交換契約書を締結いたしました。

（1）結合企業の名称、事業の内容、取引の概要

① 名称　共信㈱

② 事業の内容 

工業用材料、電子材料、機能材料の販売

③ 株式交換の目的

当社は、資本関係を強固なものとすることでグルー

プ連結経営を強化しつつ、グローバリゼーションの

進展とともに今後更に機動性と柔軟性を確保するた

めに、共信㈱を完全子会社化するものです。 

④ 株式交換の内容 

当社が共信㈱の完全親会社となり、共信㈱が当社の

完全子会社となるため、平成18年９月１日をもって、

共信㈱の株主（当社を除く）の保有する同社株式が

当社に移転するとともに、共信㈱の株主（当社を除

く）は当社が所有する自己の普通株式の割当を受

け、当社の株主となりました。 

⑤ 株式交換比率

株式の交換比率は共信㈱の普通株式１株に対して当

社の普通株式0.31株であります。なお、新株の発行に

代えて、当社の保有する自己株式1,205,900株（評価

額4,766百万円）を移転いたしました。 

（2）会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準三 ４ 共通支配下の取引

等の会計処理 (2)少数株主との取引」に規定する会

計処理を実施しました。

（連結子会社との合併）

　　当社は、平成19年４月27日開催の取締役会において、完

全子会社である共信㈱および日東電工マテックス㈱を

平成19年７月１日を効力発生日として吸収合併するこ

とを決議し、同日付をもってそれぞれ合併契約を締結い

たしました。

（1）結合企業の名称、事業の内容、取引の概要

① 名称

　共信㈱

　日東電工マテックス㈱

② 事業の内容 

２社とも工業用材料、電子材料、機能材料の販売

③ 合併の目的

当社グループは、市場のグローバル化に対応し当社

固有の基幹技術に立脚したソリューションを提供で

きる体制を構築するため、当社グループ内で扱って

いる事業をシンプルな構造に再編し、さらなるグ

ループ一体となった競争力向上を目指すものです。

④ 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）方式と

し、共信㈱および日東電工マテックス㈱は消滅会社

となりました。

⑤ 合併比率および合併交付金

共信㈱および日東電工マテックス㈱は当社の完全子

会社であるため、本合併による新株式の発行、資本金

の増加および合併交付金の支払いはありません。

⑥ 会社財産の引継

当社は合併期日において資産、負債および権利義務

の一切を引き継いでおります。

（資産合計）　　26,261百万円

（負債合計）　　 1,727百万円

⑦ 吸収合併存続会社の概要

合併による資本金・事業の内容等に変更はありませ

ん。

（2）会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準三 ４ 共通支配下の取引

等の会計処理 (1)共通支配下の取引」に規定する会

計処理を実施しました。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） （単位：百万円）

　 工業用材料 電子材料 機能材料 計
消去
又は全社

連結

Ⅰ　売上高および営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 268,888 356,941 53,991 679,822 － 679,822

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 47 691 738 (738) －

計 268,888 356,989 54,683 680,560 (738) 679,822

営業費用 240,869 325,539 45,114 611,523 (738) 610,784

営業利益 28,019 31,449 9,568 69,037 － 69,037

Ⅱ　資産、減価償却費および資本

的支出
      

資産 170,986 316,245 52,395 539,626 64,581 604,208

減価償却費 10,278 25,813 4,078 40,169 － 40,169

資本的支出 19,398 54,603 7,500 81,502 － 81,502

　（注）１　事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、当社製品の市場における用途に応じて、工業用材料、電子材料および機能材料に区

分しております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

工業用材料 接合材料、表面保護材料、シーリング材料、包装材料・機器

電子材料 液晶表示関連材料、プリント回路材料、電子プロセス材料、半導体関連材料

機能材料 医療関連材料、高分子分離膜、ふっ素樹脂製品

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は70,041百万円であり、その主なものは、当社での現

金及び預金、投資有価証券等であります。

４　会計方針の変更

 （1）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「工業用材料」の営業費用は293百万円、「電子材

料」の営業費用は161百万円、「機能材料」の営業費用は44百万円増加し、それぞれ営業利益が同額減少

しております。

 （2）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より 、「ス

トックオプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）および「ストックオ

プション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号　最終改正　平成18年５月31

日）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「工業用材料」の営業費用は124百万円、「電子材

料」の営業費用は293百万円、「機能材料」の営業費用は66百万円増加し、それぞれ営業利益が同額減少し

ております。

　

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日） （単位：百万円）

　 工業用材料 電子材料 機能材料 計
消去
又は全社

連結

Ⅰ　売上高および営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 256,910 432,332 56,016 745,259 － 745,259
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　 工業用材料 電子材料 機能材料 計
消去
又は全社

連結

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 99 670 769 (769) －

計 256,910 432,432 56,686 746,029 (769) 745,259

営業費用 228,989 391,580 47,505 668,075 (769) 667,305

営業利益 27,921 40,852 9,180 77,954 － 77,954

Ⅱ　資産、減価償却費および資本

的支出
      

資産 166,944 316,095 46,394 529,434 66,537 595,972

減価償却費 12,954 32,485 4,176 49,617 － 49,617

資本的支出 12,065 46,820 3,600 62,487 － 62,487

　（注）１　事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、当社製品の市場における用途に応じて、工業用材料、電子材料および機能材料に区

分しております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

工業用材料 接合材料、表面保護材料、シーリング材料、包装材料・機器

電子材料 液晶表示関連材料、プリント回路材料、電子プロセス材料、半導体関連材料

機能材料 医療関連材料、高分子分離膜、ふっ素樹脂製品

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は83,183百万円であり、その主なものは、当社での現

金及び預金、投資有価証券等であります。

４　有形固定資産の減価償却方法に関しては「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の追加情報に

記載のとおりであります。この結果、従来の方法によった場合に比べて、「電子材料」の営業費用は2,703百万

円増加し、営業利益が同額減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） （単位：百万円）

　 日本 北米 欧州
アジア・
オセアニア

計
消去
又は全社

連結

Ⅰ　売上高および営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
268,364 42,349 23,787 345,321 679,822 － 679,822

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
269,925 2,641 4,381 17,434 294,383 (294,383) －

計 538,289 44,991 28,169 362,755 974,205 (294,383) 679,822

営業費用 485,753 45,654 26,581 350,373 908,364 (297,579) 610,784

営業利益 52,535 △663 1,587 12,382 65,841 3,195 69,037

Ⅱ　資産 381,237 49,621 17,450 188,213 636,522 (32,313) 604,208

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米………米国

欧州………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は70,041百万円であり、その主なものは、当社での現

金及び預金、投資有価証券等であります。

  　　　４　会計方針の変更

 （1）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は498百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。

 （2）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より 、「ス

トックオプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）および「ストックオ

プション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号　最終改正　平成18年５月31日）

を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は484百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。

　

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日） （単位：百万円）

　 日本 北米 欧州
アジア・
オセアニア

計
消去
又は全社

連結

Ⅰ　売上高および営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
256,288 45,054 29,172 414,743 745,259 － 745,259

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
316,763 2,513 4,595 28,204 352,077 (352,077) －

計 573,052 47,568 33,768 442,947 1,097,337 (352,077) 745,259

営業費用 528,082 47,230 31,590 415,333 1,022,236 (354,931) 667,305

営業利益 44,969 338 2,178 27,614 75,100 2,853 77,954

Ⅱ　資産 375,232 45,452 20,512 180,127 621,324 (25,351) 595,972

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米………米国

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

 86/139



欧州………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は83,183百万円であり、その主なものは、当社での現

金及び預金、投資有価証券等であります。

４　有形固定資産の減価償却方法に関しては「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の追加情報に

記載のとおりであります。この結果、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は2,703百万円増

加し、営業利益が同額減少しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） (単位：百万円）

　 北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他 計

Ⅰ　海外売上高 36,510 25,650 362,816 722 425,699

Ⅱ　連結売上高     679,822

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合

（％）

5.4 3.8 53.4 0.1 62.6

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

北米………米国

欧州………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ

その他………南米、アフリカ

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日） (単位：百万円）

　 北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他 計

Ⅰ　海外売上高 38,072 33,952 432,758 1,226 506,010

Ⅱ　連結売上高     745,259

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合

（％）

5.1 4.6 58.1 0.2 67.9

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

北米………米国

欧州………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ

その他………南米、アフリカ

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

記載対象はありません。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

記載対象はありません。

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

 88/139



（１株当たり情報）

項目
前連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 2,192円29銭      2,297円12銭

１株当たり当期純利益 248円33銭    280円07銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 248円01銭    279円82銭

（注）算定上の基礎

 １株当たり純資産額

 前連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当連結会計期間末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額 367,610百万円        385,593百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 2,668百万円      2,966百万円

（うち新株予約権） (484百万円) (897百万円)

（うち少数株主持分） (2,183百万円) (2,068百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 364,942百万円        382,627百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数
166,466千株        166,568千株

 １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　
前連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益 41,201百万円       46,634百万円

普通株主に帰属しない金額 ――― ――― 

普通株式に係る当期純利益 41,201百万円       46,634百万円

普通株式の期中平均株式数 165,916千株        166,510千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

算定に用いられた普通株式増加数

（うち新株予約権）

215千株

（215千株）

　148千株

(148千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権

潜在株式の数　356,900株

これらの詳細については、第４　提出

会社の状況　１株式等の状況　(2）新

株予約権等の状況に記載しておりま

す。

新株予約権

潜在株式の数　997,300株

これらの詳細については、第４　提出

会社の状況　１株式等の状況　(2）新

株予約権等の状況に記載しておりま

す。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　平成19年4月27日開催の取締役会において、完全子会社

である共信㈱および日東電工マテックス㈱（2社とも工

業用材料、電子材料、機能材料を販売）を平成19年7月1

日を効力発生日として吸収合併することを決議し、同日

付をもってそれぞれ合併契約を締結しました。

（1）合併の目的

当社グループは、市場のグローバル化に対応し

当社固有の基幹技術に立脚したソリューションを

提供できる体制を構築するため、当社グループ内

で扱っている事業をシンプルな構造に再編し、さ

らなるグループ一体となった競争力向上を目指す

ものです。

（2）合併の方式

当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）方

式とし、共信㈱および日東電工マテックス㈱は消

滅会社となります。

（3）合併比率および合併交付金

共信㈱および日東電工マテックス㈱は当社の完

全子会社であるため、本合併による新株式の発行、

資本金の増加および合併交付金の支払はありませ

ん。

────── 

　

　

　

　

　

     

 

 

 

⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 20,418 7,643 3.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 3,809 773 4.9 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1,806 6,933 2.4 平成21年～平成24年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －　

その他の有利子負債

（連結会社間の債権の流動化による資金調達額）

（コマーシャル・ペーパー）

499

10,000

－

－

－

－

－

 － 

合計 36,534 15,349 － －

　（注）１　「平均利率」については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりであります。

　 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金

（百万円）
452 6,455 － 25

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　  前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％）

（資産の部） 　       
Ⅰ　流動資産 　       
１　現金及び預金 　  20,061   30,346  
２　受取手形 ※1,3  851   4,355  
３　売掛金 ※1  103,097   113,945  
４　製商品 　  3,093   6,095  
５　原材料 　  6,477   6,087  
６　仕掛品 　  17,890   17,742  
７　貯蔵品 　  1,091   1,245  
８　従業員短期貸付金 　  1   －  
９　関係会社短期貸付金 　  11,860   582  
10　未収入金 ※1  9,036   10,323  
11　繰延税金資産 　  3,723   4,774  
12　その他の流動資産 　  2,890   3,280  
13　貸倒引当金 　  △300   △13  

流動資産合計 　  179,774 41.6  198,764 43.3
Ⅱ　固定資産 　       

(1）有形固定資産 　       
１　建物 　 110,257   113,407   
減価償却累計額 　 51,199 59,057  55,816 57,591  

２　構築物 　 8,088   8,546   

減価償却累計額 　 5,246 2,842  5,438 3,108  

３　機械及び装置 　 196,032   219,535   

減価償却累計額 　 135,258 60,773  153,755 65,779  

４　車両及び運搬具 　 651   695   

減価償却累計額 　 489 162  540 154  

５　工具・器具及び備品 　 19,683   20,576   

減価償却累計額 　 14,777 4,905  15,811 4,765  

６　土地 　  13,847   13,790  

７　建設仮勘定 　  17,312   21,662  

有形固定資産合計 　  158,902 36.7  166,852 36.4
(2）無形固定資産 　       
１　特許権 　  1,057   886  
２　借地権 　  24   31  
３　施設利用権 　  127   117  
４　電話加入権 　  35   57  
５　ソフトウェア 　  2,193   2,179  
６　その他の無形固定資産 　  407   1,366  

無形固定資産合計 　  3,846 0.9  4,639 1.0
(3）投資その他の資産 　       
１　投資有価証券 　  11,884   8,036  
２　関係会社株式 　  65,632   51,635  
３　出資金 　  1   2  
４　長期貸付金 　  9   5  
５　関係会社長期貸付金 　  3,421   16,405  
６　破産更生債権等 　  2   8  
７　繰延税金資産 　  2,336   3,458  
８　前払年金費用 　  7,070   7,865  
９　その他の投資
その他の資産 　  1,237   1,436  

10　貸倒引当金 　  △94   △195  
11　投資損失引当金 　  △1,614   △52  

投資その他の資産合計 　  89,887 20.8  88,605 19.3
固定資産合計 　  252,636 58.4  260,096 56.7
資産合計 　  432,411 100.0  458,861 100.0
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　  前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％）

（負債の部） 　       
Ⅰ　流動負債 　       
１　買掛金 ※1  76,421   78,732  
２　コマーシャル・ペーパー 　  10,000   －  
３　未払金 　  12,642   13,605  
４　未払費用 　  6,532   8,669  
５　未払法人税等 　  5,029   7,886  
６　預り金 ※1  12,735   18,741  
７　設備関係未払金 　  21,552   18,906  
８　役員賞与引当金 　  187   240  
９　その他の流動負債 　  645   163  

流動負債合計 　  145,745 33.7  146,946 32.0
Ⅱ　固定負債 　       
１　退職給付引当金 　  11,989   13,199  
２　受入保証金 　  88   249  
３　負ののれん 　  －   704  
４　その他の固定負債 　  347   356  

固定負債合計 　  12,424 2.9  14,509 3.2

負債合計 　  158,170 36.6  161,456 35.2

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       
１　資本金 　  26,783 6.2  26,783 5.8
２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 50,482   50,482   
(2）その他資本剰余金 　 5,541   5,681   

資本剰余金合計 　  56,023 13.0  56,163 12.3
３　利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 4,095   4,095   
(2）その他利益剰余金 　       
特別償却準備金 　 1,063   576   
固定資産圧縮積立金 　 301   368   
圧縮特別勘定積立金 　 －   202   
別途積立金 　 168,000   185,000   
繰越利益剰余金 　 41,881   48,440   

利益剰余金合計 　  215,341 49.8  238,683 52.0
４　自己株式 　  △28,829 △6.7  △28,427 △6.2
株主資本合計 　  269,319 62.3  293,204 63.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       
１　その他有価証券評価差額金 　  4,513 1.0  2,987 0.6
２　繰延ヘッジ損益 　  △76 △0.0  316 0.1
評価・換算差額等合計 　  4,436 1.0  3,303 0.7

Ⅲ　新株予約権 　  484 0.1  897 0.2
純資産合計 　  274,240 63.4  297,405 64.8
負債及び純資産合計 　  432,411 100.0  458,861 100.0
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②【損益計算書】

　  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１  400,339 100.0  481,799 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　期首製商品たな卸高 　 2,883   3,093   

２　当期製品製造原価 ※１ 293,198   336,688   

３　原価差額 ※２ 307   △2,166   

４　当期商品仕入高 ※１ 22,583   56,157   

合計 　 318,972   393,772   

５　他勘定振替高 ※３ 11,381   7,766   

６　期末製商品たな卸高 ※４ 3,093   6,095   

７　原材料評価損 　 42 304,540 76.1 359 380,270 78.9

売上総利益 　  95,798 23.9  101,528 21.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※5,6  58,445 14.6  67,430 14.0

営業利益 　  37,352 9.3  34,097 7.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 201   273   

２　受取配当金 ※１ 5,918   8,773   

３　地代家賃収入 　 620   642   

４　ロイヤリティー収入 ※１ 1,740   2,365   

５　補助金収入 　 146   398   

６　雑収入 　 1,397 10,024 2.5 1,718 14,171 2.9

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 124   229   

２　売上割引 ※１ 758   825   

３　為替差損 　 3,126   2,846   

４　貸与資産減価償却費 　 223   263   

５　雑損失 　 312 4,544 1.1 450 4,615 0.9

経常利益 　  42,832 10.7  43,653 9.1

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※７ 34   434   

２　投資有価証券売却益 　 9   32   

３　抱合せ株式消滅差益 ※10 －   13,371   

４　投資損失引当金戻入益 　 －   1,614   

５　その他特別利益 　 － 44 0.0 442 15,896 3.3

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※８ 94   112   

２　固定資産除却損 ※９ 825   1,115   

３　投資有価証券評価損 　 2   21   

４　関係会社株式評価損 ※11 －   8,826   

５　特別退職金 ※12 144   62   

６　その他特別損失 　 － 1,067 0.3 196 10,334 2.2

税引前当期純利益 　  41,809 10.4  49,215 10.2

法人税、住民税
及び事業税

　 12,430   14,239   

法人税等調整額 　 7,595 20,026 5.0 △851 13,387 2.8

当期純利益 　  21,783 5.4  35,827 7.4
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　  199,829 66.8  223,428 66.2

Ⅱ　労務費 　  21,556 7.2  23,853 7.1

Ⅲ　経費 　       

外注加工費 　 25,595   26,333   

減価償却費 　 21,591   29,210   

その他 　 30,756   34,492   

当期経費 　  77,944 26.0  90,036 26.7

当期総製造費用 　  299,330 100.0  337,317 100.0

期首仕掛品たな卸高 　  12,347   17,890  

合計 　  311,677   355,207  

他勘定振替 　  587   777  

期末仕掛品たな卸高 　  17,890   17,742  

当期製品製造原価 　  293,198   336,688  

　（注）１　原価計算の方法

当社の原価計算は、組別工程別総合原価計算を行っております。

２　他勘定振替は固定資産への振替高であります。

　３　期末仕掛品たな卸高は低価基準による評価損の金額を控除した後の金額によって計上しており、当事業年度の

評価損の金額は708百万円であります。なお、前事業年度の評価損の金額は軽微であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）                        （単位：百万円） 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

特別
償却
準備金

固定
資産
圧縮
積立金 

別途
積立金 

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日 残高 26,783 50,482 684 51,166 4,095 1,325 － 151,000 48,105 204,526 △34,173 248,302

事業年度中の変動額             

剰余金の配当（注）         △4,953 △4,953  △4,953

剰余金の配当         △5,824 △5,824  △5,824

取締役賞与（注）         △190 △190  △190

特別償却準備金の
繰入（注）

     544   △544 －  －

特別償却準備金の
繰入

     44   △44 －  －

特別償却準備金の
取崩（注）

     △356   356 －  －

特別償却準備金の
取崩

     △494   494 －  －

固定資産圧縮積立金
の積立（注）

      280  △280 －  －

固定資産圧縮積立金
の積立

      54  △54 －  －

固定資産圧縮積立金
の取崩

      △33  33 －  －

別途積立金の積立
（注）

       17,000 △17,000 －  －

当期純利益         21,783 21,783  21,783

自己株式の取得           △16 △16

自己株式の処分   4,857 4,857       5,360 10,217

株主資本以外の項目
の事業年度中の
変動額（純額）

            

事業年度中の変動額合計 － － 4,857 4,857 － △261 301 17,000 △6,224 10,815 5,343 21,016

平成19年３月31日 残高 26,783 50,482 5,541 56,023 4,095 1,063 301 168,000 41,881 215,341 △28,829 269,319

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日　残高 5,800 － 5,800 － 254,103

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △4,953

剰余金の配当     △5,824

取締役賞与（注）     △190

特別償却準備金の

繰入（注）
    －

特別償却準備金の繰入     －

特別償却準備金の

取崩（注）
    －
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

特別償却準備金の取崩     －

固定資産圧縮積立金の

積立（注）
    －

固定資産圧縮積立金の

積立
    －

固定資産圧縮積立金の

取崩
    －

別途積立金の積立（注）     －

当期純利益     21,783

自己株式の取得     △16

自己株式の処分     10,217

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

△1,287 △76 △1,364 484 △879

事業年度中の変動額合計 △1,287 △76 △1,364 484 20,137

平成19年３月31日　残高 4,513 △76 4,436 484 274,240

  (注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）                        （単位：百万円） 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他

資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

特別
償却
準備金

固定
資産
圧縮
積立金 

圧縮特
別勘定
積立金

別途
積立金 

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日
残高

26,783 50,482 5,541 56,023 4,095 1,063 301 － 168,000 41,881 215,341 △28,829 269,319

事業年度中の変動額              

剰余金の配当          △12,485 △12,485  △12,485

特別償却準備金
の繰入

     4    △4 －  －

特別償却準備金
の取崩

     △491    491 －  －

固定資産圧縮積立金
の積立

      110   △110 －  －

固定資産圧縮積立金
の取崩

      △42   42 －  －

圧縮特別勘定積立金
の積立

       202  △202 －  －

別途積立金の積立         17,000 △17,000 －  －

当期純利益          35,827 35,827  35,827

自己株式の取得            △6 △6

自己株式の処分   140 140        408 548

株主資本以外の項目
の事業年度中の
変動額（純額）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他

資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

特別
償却
準備金

固定
資産
圧縮
積立金 

圧縮特
別勘定
積立金

別途
積立金 

繰越
利益
剰余金

　事業年度中の
　変動額合計

－ － 140 140 － △487 67 202 17,000 6,559 23,341 402 23,884

　平成20年３月31日
　残高

26,783 50,482 5,681 56,163 4,095 576 368 202 185,000 48,440 238,683 △28,427 293,204

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日　残高 4,513 △76 4,436 484 274,240

事業年度中の変動額      

剰余金の配当     △12,485

特別償却準備金の繰入     －

特別償却準備金の取崩     －

固定資産圧縮積立金の

積立
    －

固定資産圧縮積立金の

取崩
    －

圧縮特別勘定積立金の積

立
    －

別途積立金の積立     －

当期純利益     35,827

自己株式の取得     △6

自己株式の処分     548

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

△1,525 392 △1,133 413 △719

事業年度中の変動額合計 △1,525 392 △1,133 413 23,164

平成20年３月31日　残高 2,987 316 3,303 897 297,405
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの…………………期末日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定）

１　有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの…………………同左

時価のないもの…………………移動平均法による

原価法

時価のないもの…………………同左

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による

原価法

子会社株式及び関連会社株式……同左

２　デリバティブの評価基準および評価方法……時価法 ２　デリバティブの評価基準および評価方法……同左

３　たな卸資産の評価基準および評価方法

製商品・原材料・仕掛品……総平均法による低価法

貯蔵品……最終仕入原価法による原価法

３　たな卸資産の評価基準および評価方法

同左

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　２～60年

機械装置及び車両運搬具　２～17年

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……同左

　

　

　

 （追加情報）

　平成19年度の法人税法の改正を契機に、一部の設

備につき経済的耐用年数の見直しを行った結果、

当事業年度より耐用年数を従来の７年から５年に

短縮しております。この結果、従来と同一の耐用年

数によった場合と比較し、営業利益、経常利益およ

び税引前当期純利益はそれぞれ2,703百万円少なく

計上されております。

　また、当事業年度より、取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償

却しております。この変更による影響は軽微であ

ります。

 

無形固定資産……定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

無形固定資産……同左

５　外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

５　外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６　引当金の計上基準 ６　引当金の計上基準

貸倒引当金…………金銭債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

貸倒引当金…………同左

投資損失引当金……関係会社に対する投資に係る損

失に備えるため、財政状況等を

勘案して、会社所定の基準によ

り損失見込額を計上しておりま

す。

投資損失引当金……同左

役員賞与引当金……役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度における支給見込額

を計上しております。

(会計方針の変更)

 当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基

準第４号　平成17年11月29日)を

適用しております。

 これにより営業利益、経常利益

および税引前当期純利益は、そ

れぞれ187百万円減少しており

ます。

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（12年）による定

額法により費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（12年）によ

る定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。

役員賞与引当金……役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度における支給見込額

を計上しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職給付引当金……同左

７　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

７　リース取引の処理方法

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

８　ヘッジ会計の方法 

イ　ヘッジ会計の方法

 予定取引に係る為替予約に関して、繰延ヘッジ処理

を採用しております。通貨スワップについては、振当

処理の要件を満たす場合は振当処理を行っておりま

す。金利スワップについては、特例処理の要件を満た

す場合は特例処理を行っております。

８　ヘッジ会計の方法 

イ　ヘッジ会計の方法

 同左

 

 

 

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約、通貨スワップ、

　　　　　　金利スワップ

ヘッジ対象　外貨建債権債務等

ヘッジ手段　同左

 

ヘッジ対象　同左

ハ　ヘッジ方針

為替変動リスクおよび金利変動リスクの回避を目

的としております。

ハ　ヘッジ方針

同左

ニ　ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ

・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。ただし、特例処

理によっている金利スワップについては、有効性の

評価を省略しております。 

　

ニ　ヘッジ有効性評価の方法 

同左

９　消費税等の会計処理について

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

９　消費税等の会計処理について

同左
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会計処理の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は273,832百万

円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

　

（企業結合に係る会計基準等）

当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（平成１

５年10月31日）および「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正　平成18年

12月22日）を適用しております。

　

（ストックオプション等に関する会計基準等）

当事業年度より、「ストックオプション等に関する会計

基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）および

「ストックオプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号　最終改正　平成18年５月

31日）を適用しております。これにより営業利益、経常利

益および税引前当期純利益は、それぞれ484百万円減少し

ております。 

――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。

（資産の部） 　

受取手形 20百万円

売掛金 84,843

未収入金 4,165

（負債の部） 　

買掛金 2,903

預り金 12,530

（資産の部） 　

受取手形   11百万円

売掛金 67,880

未収入金 4,804

（負債の部） 　

買掛金 4,129

預り金 18,483

　２　保証債務

下記のとおり銀行借入金に対し、債務保証を行ってお

ります。

　２　保証債務

下記のとおり銀行借入金に対し、債務保証を行ってお

ります。

従業員（住宅資金）  3百万円

NITTO DENKO (CHINA) INVE

STMENT CO., LTD.

   3,565百万円

(30,200千米ドル)

NITTO DENKO (SUZHOU) 

CO., LTD.

　

  6,895百万円

(52,300千米ドル)

(47,300千人民元)

NITTO AMERICAS, INC.

　

     1,863百万円

(15,785千米ドル)

TAIWAN NITTO OPTICAL 

CO., LTD.

　

     2,856百万円

(800,000千

新台湾ドル)

NITTO DENKO VIETNAM 

CO., LTD.

283百万円

(2,400千米ドル)

NITTO DENKO FINE CIRCUIT

TECHNOLOGY(SHENZHEN)CO.,

LTD.

   3,548百万円

(23,985千米ドル)

(47,000千人民元)

NITTO DENKO (TIANJIN) 

CO.,LTD.

　

     246百万円

(150千米ドル)

(15,000千人民元) 

計      19,263百万円

NITTO DENKO (SUZHOU) 

CO., LTD.

     4,408百万円

(44,000千米ドル)

NITTO AMERICAS, INC.

　

      1,208百万円

(12,067千米ドル)

TAIWAN NITTO OPTICAL 

CO., LTD.

　

      3,280百万円

(1,000,000千

新台湾ドル)

NITTO DENKO FINE CIRCUIT

TECHNOLOGY(SHENZHEN)CO.,

LTD.

1,958百万円

(14,571千米ドル)

(35,000千人民元)

SHANGHAI NITTO OPTICAL C

O., LTD.

1,072百万円

(10,700千米ドル)

SHENZHEN NITTO OPTICAL C

O., LTD.

2,900百万円

その他　５件 757百万円 

計      15,585百万円

下記のとおり関係会社の契約履行保証等を行っており

ます。

下記のとおり関係会社の契約履行保証等を行っており

ます。

HYDRANAUTICS      3,156百万円

　

　

(26,558千米ドル)

(134千ユーロ)

HYDRANAUTICS  610百万円

　

　

(5,493千米ドル)

(381千ユーロ)
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

 ※３　期末日満期手形

当事業年度の末日は、金融機関の休業日であります

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。事業年度末残高から除かれている期末日満

期手形は次のとおりであります。

 　　受取手形　　59百万円

 ※３　　　　　　   ――――――

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　関係会社との主な取引の金額は次のとおりでありま

す。

※１　関係会社との主な取引の金額は次のとおりでありま

す。

売上高 347,998百万円

仕入高 25,554

受取配当金 5,775

売上割引 728

ロイヤリティー収入 1,722

売上高   334,953百万円

仕入高 44,689

受取配当金 8,585

売上割引 724

ロイヤリティー収入 2,312

※２　期中の原材料の一定単価による払出額と期末に総平

均原価に基づき算出した払出額との差額でありま

す。

※２　　　　　　　　　 同左

※３　（内訳） ※３　（内訳）

関係会社への半製品

有償支給に伴う振替
     11,357百万円

見本製品他への振替  23

関係会社への半製品

有償支給に伴う振替
7,633百万円

その他 132

※４　低価基準による評価減の金額64百万円を控除してお
ります。

※４　低価基準による評価減の金額292百万円を控除して
おります。

※５　販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおり

であります。

※５　販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおり

であります。

支払運賃      9,839百万円

従業員給料手当 15,375

役員賞与引当金繰入額 187

退職給付引当金繰入額 1,358

業務委託費 3,952

試作材料費 3,218

諸手数料 3,784

減価償却費 4,333

支払運賃 10,726百万円

従業員給料手当 19,116

役員賞与引当金繰入額 240

退職給付引当金繰入額 1,861

業務委託費 3,750

試作材料費 2,960

諸手数料 3,910

減価償却費 4,847

なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属す

る費用の割合は約３割であります。

なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属す

る費用の割合は約４割であります。

※６　一般管理費に含まれる研究開発費は、18,467百万円で

あります。

※６　一般管理費に含まれる研究開発費は、18,986百万円で

あります。

※７　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※７　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械及び装置   9百万円

土地 25

計 34

機械及び装置    434百万円

※８　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※８　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械及び装置  23百万円

土地 70

計 94

器具備品    112百万円
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※９　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※９　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物    266百万円

構築物 55

機械及び装置 417

車両及び運搬具 1

工具・器具及び備品 84

計 825

建物       360百万円

構築物 59

機械及び装置 621

車両及び運搬具 1

工具・器具及び備品 70

ソフトウェア 1

計 1,115

※10　　　　　　　　―――――― ※10　当社の連結子会社である日昌㈱を分割会社とし当社

を承継会社とする会社分割および共信㈱、日東電工

マテックス㈱を吸収合併した際に計上したもので

す。

※11　　　　　　　　―――――― ※11　アメリカ現地法人等の累積損失増加に対して、関係

会社株式を当該会社の期末純資産額まで評価減し

たものです。

※12　特別退職金は、関係会社間の転籍に伴う割増退職金

等であります。

※12　　　　　　　　　 同左

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（千株）

当事業年度増加株式

数（千株）

当事業年度減少株式

数（千株）

当事業年度末株式数

（千株）

 普通株式　（注）１、２ 8,645 2 1,355 7,292

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加の内訳   

   　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　　　　　　 　　2千株 

２ 普通株式の自己株式の減少の内訳    

 　 　株式交換による自己株式の移転 　　　　　　　　　　　 　1,205千株 

　 　　　　ストックオプションの行使による自己株式の交付 　　 　　  150千株 

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　                  　0千株

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（千株）

当事業年度増加株式

数（千株）

当事業年度減少株式

数（千株）

当事業年度末株式数

（千株）

 普通株式　（注）１、２ 7,292 1 103 7,189

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加の内訳   

   　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　　　　　　 　　 1千株 

２ 普通株式の自己株式の減少の内訳    

　 　　　　ストックオプションの行使による自己株式の交付 　　 　　   103千株 

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　                  　 0千株
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

車両及び運搬具 88 38 50

工具・器具及び
備品

18 6 12

合計 107 45 62

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物 570 114 456

車両及び運搬具 84 49 34

工具・器具及び
備品

21 8 13

合計 676 172 504

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内  20百万円

１年超 43

計 64

１年以内 55百万円

１年超 460

計 516

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

支払リース料   22百万円

減価償却費相当額   21百万円

支払利息相当額  1百万円

支払リース料 64百万円

減価償却費相当額 57百万円

支払利息相当額 9百万円

(4）減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

・支払利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）および当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３

月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

［流動資産］ ［流動資産］

（繰延税金資産）  

未払賞与     2,197百万円

未払事業税 593

未払金 218

その他 713

繰延税金資産合計 3,723

繰延税金資産の純額 3,723

（繰延税金資産）  

未払賞与 3,080百万円

未払事業税 899

未払金 258

その他 749

繰延税金資産合計 4,986

　  

（繰延税金負債）  

繰延ヘッジ損益 212

繰延税金負債合計 212

繰延税金資産の純額 4,774

　 　

［固定資産］ ［固定資産］

（繰延税金資産）  

退職給付引当金   1,976百万円

減価償却費損金算入限度超過額 2,538

関係会社株式評価損 6,919

その他 1,365

繰延税金資産小計 12,798

評価性引当額 △6,836

繰延税金資産合計 5,962

　  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 3,030百万円

特別償却準備金 410

固定資産圧縮積立金 184

繰延税金負債合計 3,625

繰延税金資産の純額 2,336

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 2,144百万円

減価償却費損金算入限度超過額 2,912

関係会社株式評価損 10,612

その他 946

繰延税金資産小計 16,614

評価性引当額 △10,612

繰延税金資産合計 6,002

　  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 2,008百万円

特別償却準備金 145

固定資産圧縮積立金 253

圧縮特別勘定積立金 136

繰延税金負債合計 2,543

繰延税金資産の純額 3,458

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 (単位：％)

法定実効税率 40.2

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△2.1

試験研究費等の特別控除 △5.3

評価性引当額 16.4

その他 △1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.9

　 (単位：％)

法定実効税率 40.2

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△1.8

試験研究費等の特別控除 △4.9

評価性引当額 7.7

抱き合せ株式消滅差益　 △10.9

外国税額控除　 △3.9

その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.2
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（企業結合等関係）

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項」の中の（企業結合等関係）をご参照下さ

い。

（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,644円52銭      1,780円09銭

１株当たり当期純利益 131円29銭    215円17銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 131円12銭    214円98銭

 （注）算定上の基礎

 １株当たり純資産額

 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額 274,240百万円        297,405百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 484百万円    897百万円

（うち新株予約権） (484百万円) (897百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 273,756百万円        296,507百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数
166,466千株        166,568千株

 １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益 21,783百万円       35,827百万円

普通株主に帰属しない金額

（うち利益処分による取締役賞与金）

                         ―――

 
              ――― 

普通株式に係る当期純利益 21,783百万円      35,827百万円

普通株式の期中平均株式数 165,916千株        166,510千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

算定に用いられた普通株式増加数

（うち新株予約権）

215千株

（215千株）

　 148千株

(148千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権

潜在株式の数　356,900株

これらの詳細については、第４　提出

会社の状況　１株式等の状況　(2）新株

予約権等の状況に記載しております。

新株予約権

潜在株式の数　997,300株

これらの詳細については、第４　提出

会社の状況　１株式等の状況　(2）新

株予約権等の状況に記載しておりま

す。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結子会社との合併）

　当社は、平成19年４月27日開催の取締役会において、完

全子会社である共信㈱および日東電工マテックス㈱

（２社とも工業用材料、電子材料、機能材料を販売）を

平成19年７月１日を効力発生日として吸収合併するこ

とを決議し、同日付をもってそれぞれ合併契約を締結し

ました。

（1）合併の目的

当社グループは、市場のグローバル化に対応し

当社固有の基幹技術に立脚したソリューションを

提供できる体制を構築するため、当社グループ内

で扱っている事業をシンプルな構造に再編し、更

なるグループ一体となった競争力向上を目指すも

のです。

（2）合併の方式

当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）方

式とし、共信㈱および日東電工マテックス㈱は消

滅会社となります。

（3）合併比率及び合併交付金

共信㈱および日東電工マテックス㈱は当社の完

全子会社であるため、本合併による新株式の発行、

資本金の増加および合併交付金の支払はありませ

ん。

──────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（千株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
3,308 2,845

栗田工業㈱ 364 1,336

㈱みずほフィナンシャル・グルー

プ 
3 1,127

三菱電機㈱ 364 313

日東工業㈱ 197 244

松下電器産業㈱ 84 182

シャープ㈱ 92 157

住友電気工業㈱ 110 138

㈱中電工 70 110

ローム㈱ 16 98

その他（68銘柄） 1,915 1,186

計 6,525 7,741

【その他】

銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

投資事業有限責任組合およびそれ

に類する組合への出資（５銘柄）
－ 294

計 － 294
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 110,257 5,405 2,255 113,407 55,816 5,917 57,591

構築物 8,088 734 276 8,546 5,438 406 3,108

機械及び装置 196,032 30,743 7,240 219,535 153,755 24,554 65,779

車両及び運搬具 651 69 25 695 540 75 154

工具・器具及び備品 19,683 2,660 1,767 20,576 15,811 2,169 4,765

土地 13,847 379 436 13,790 － － 13,790

建設仮勘定 17,312 44,746 40,396 21,662 － － 21,662

有形固定資産計 365,874 84,738 52,398 398,214 231,361 33,123 166,852

無形固定資産        

特許権 1,394 0 － 1,395 508 170 886

借地権 24 6 － 31 － － 31

施設利用権 186 1 － 187 69 11 117

電話加入権 35 22 － 57 － － 57

ソフトウェア 6,336 1,488 11 7,813 5,634 1,010 2,179

その他 417 1,678 714 1,382 16 5 1,366

無形固定資産計 8,396 3,196 725 10,867 6,228 1,197 4,639

　（注）１ 当期増加額の主な内訳は下記のとおりであります。

 建　　　　物 ……  尾道事業所  1,322百万円、 亀山事業所  1,721百万円

 機械及び装置 …… 尾道事業所 13,813百万円、 亀山事業所  9,987百万円

　　　　２ 当期減少額の主な内訳は下記のとおりであります。

 機械及び装置 …… 亀山事業所 3,592百万円、 豊橋事業所 1,870百万円

　      ３ また、当期増加額のうち、合併等により受け入れたものは下記のとおりであります。

 （有形固定資産）

 　建　　　　物 …… 685百万円 　     構　 築　 物 ……

 

 7百万円

 　機械及び装置 ……

 

24百万円 　 工具・器具及び備品 ……

 

 672百万円

 土　　　　地 ……  363百万円 　     　

 （無形固定資産）

 ソフトウェア ……

 

 822百万円 　  そ　の　他 ……

 

 22百万円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 394 177 0 362 208

投資損失引当金 1,614 52 － 1,614 52

役員賞与引当金 187 240 187 － 240

 （注）１ 貸倒引当金の「当期減少額」の「その他」は、回収可能性の見直し等による戻入額であります。

２ 投資損失引当金の「当期減少額」の「その他」は、投資先の財政状態回復による戻入額であります。
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【被合併会社である共信㈱の財務諸表】

①　貸借対照表

　 　 第64期
（平成19年３月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％）

（資産の部） 　    

Ⅰ　流動資産 　    

１　現金及び預金 　  2,317  

２　受取手形 　  2,321  

３　売掛金 ※1  22,267  

４　商品 　  503  

５　未収入金  ※1  415  

６　短期貸付金 ※1  1,388  

７　繰延税金資産 　  233  

８　その他の流動資産 　  165  

９　貸倒引当金 　  △5  

流動資産合計 　  29,607 82.6

Ⅱ　固定資産 　    

(1）有形固定資産 　    

１　建物 　 711   

減価償却累計額 　 408 303  

２　構築物 　 5   

減価償却累計額 　 5 0  

３　機械及び装置 　 14   

減価償却累計額 　 8 6  

４　車両及び運搬具 　 3   

減価償却累計額 　 2 0  

５　工具・器具及び備品 　 213   

減価償却累計額 　 147 65  

６　土地 　  466  

有形固定資産合計 　  842 2.4

(2）無形固定資産 　    

１　ソフトウェア 　  308  

２　その他の無形固定資産 　  21  

無形固定資産合計 　  329 0.9

(3）投資その他の資産 　    

１　投資有価証券  ※3  2,168  

２　関係会社株式 　  1,180  

３　出資金 　  1  

４　関係会社出資金 　  404  

５　長期貸付金 　  143  

６　破産更生債権等 　  0  

７　保険積立金 　  439  

８　前払年金費用 　  564  

９　その他の投資
その他の資産

　
　  210  

10　貸倒引当金 　  △54  

投資その他の資産合計 　  5,058 14.1

固定資産合計 　  6,231 17.4

資産合計 　  35,839 100.0
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　 　 第64期
（平成19年３月31日）

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％）

（負債の部） 　    

Ⅰ　流動負債 　    

１　支払手形 　  364  

２　買掛金 ※1※
3  14,506  

３　未払金 　  109  

４　未払費用 　  496  

５　未払法人税等 　  280  

６　預り金 　  31  

７　役員賞与引当金 　  32  

８　その他の流動負債 　  21  

流動負債合計 　  15,842 44.2

Ⅱ　固定負債 　    

１　退職給付引当金 　  152  

２　役員退職慰労引当金 　  89  

３　繰延税金負債 　  352  

４　長期預り金 　  37  

固定負債合計 　  631 1.8

負債合計 　  16,474 46.0

（純資産の部） 　    

Ⅰ　株主資本 　    

  １　資本金 　  767 2.1

  ２　資本剰余金 　    

(1）資本準備金 　 407   

資本剰余金合計 　  407 1.1

  ３　利益剰余金 　    

(1）利益準備金 　 90   

(2）その他利益剰余金 　    

別途積立金 　 15,300   

繰越利益剰余金 　 2,154   

利益剰余金合計 　  17,544 49.0

株主資本合計 　  18,718 52.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　    

１　その他有価証券評価差額
金 　  646 1.8

評価・換算差額等合計 　  646 1.8

純資産合計 　  19,365 54.0

負債及び純資産合計 　  35,839 100.0
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②　損益計算書

  
第64期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※1  73,920 100.0

Ⅱ　売上原価 　    

１　期首商品たな卸高 　 1,131   

２　当期商品仕入高 ※1 66,785   

合計 　 67,916   

３　期末商品たな卸高 　 503 67,412 91.2

売上総利益 　  6,507 8.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2  5,211 7.0

営業利益 　  1,295 1.8

Ⅳ　営業外収益 　    

１　受取利息 　 21   

２　受取配当金 ※1 721   

３　受取手数料 　 158   

４　雑収入 　 181 1,082 1.4

Ⅴ　営業外費用 　    

１　売上割引 　 37   

２　手形売却損 　 23   

３　雑損失 　 8 68 0.1

経常利益 　  2,309 3.1

Ⅵ　特別利益 　    

１　固定資産売却益 ※3　 314   

２　関係会社整理益 　 524   

３　その他特別利益 　 64 903 1.2

Ⅶ　特別損失 　    

１　固定資産売却損 ※4 5   

２　固定資産除却損 ※5 12   

３　関係会社株式評価損 　 173   

４　貸倒引当金繰入額 　 51   

５　過年度損益修正損 　 33   

６　その他特別損失 　 23 301 0.4

税引前当期純利益 　  2,911 3.9

法人税、住民税及び事業
税

　 781   

法人税等追徴税額 　 138   

法人税等調整額 　 26 946 1.2

当期純利益 　  1,965 2.7
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③　株主資本等変動計算書

第64期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

（単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計設備合理

化積立金
別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高 767 407 407 90 1,150 13,100 1,729 16,069 17,243

事業年度中の変動額          

剰余金の配当       △436 △436 △436

取締役賞与       △55 △55 △55

設備合理化積立金の取崩     △1,150  1,150 － －

別途積立金の積立      2,200 △2,200 － －

当期純利益       1,965 1,965 1,965

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計 － － － － △1,150 2,200 424 1,474 1,474

平成19年３月31日　残高 767 407 407 90 － 15,300 2,154 17,544 18,718

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高 627 627 17,871

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △436

取締役賞与   △55

設備合理化積立金の取崩   －

別途積立金の積立   －

当期純利益   1,965

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

19 19 19

事業年度中の変動額合計 19 19 1,494

平成19年３月31日　残高 646 646 19,365
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④　キャッシュ・フロー計算書

　  

第64期

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

１　税引前当期純利益 　 2,911

２　減価償却費 　 239

３　退職給付引当金の増減額 　 △153

４　役員退職慰労引当金の増減額 　 △14

５　受取利息及び受取配当金 　 △742

６　支払利息 　 0

７　固定資産除売却損益 　 △296

８　売上債権の増減額 　 1,338

９　たな卸資産の増減額 　 627

10　仕入債務の増減額 　 △2,097

11　役員賞与の支払額 　 △42

12　その他の増減額 　 △145

小計 　 1,623

13　利息及び配当金の受取額 　 379

14　利息の支払額 　 △0

15　法人税等の支払額及び還付額 　 △1,158

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 843

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　  

１　固定資産の取得による支出 　 △91

２　固定資産の売却による収入 　 335

３　投資有価証券の取得による支出 　 △38

４　関係会社株式の売却による収入 　 99

５　関係会社の清算による収入 　 564

６　短期貸付金の増減額 　 △41

７　長期貸付金の回収による収入 　 28

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 857

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

１　配当金の支払額 　 △436

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △436

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 4

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 1,269

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,048

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 　 2,317
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重要な会計方針

第64期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準および評価方法

商品……移動平均法による低価法

３　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び車両運搬具 ６～15年

無形固定資産……定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

４　外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

５　引当金の計上基準

貸倒引当金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

役員賞与引当金………役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に対応する見積額を計上し

ております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年

11月29日）を適用しております。

これにより営業利益、経常利益および税引前当期純利益は、それぞれ32百万円減少

しております。

退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時に一時の損益として処理しております。また、数理計算

上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており

ます。当社は複数事業主により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基

金）に加入しております。

役員退職慰労引当金…役員に対する退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく基準額を引当計上してお

ります。

６　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７　消費税等の会計処理について

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

８　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲　

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金、

取得日から３ヶ月以内に満期の到来する定期預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。
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会計処理の変更

第64期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は19,365百万円であります。

注記事項

（貸借対照表関係）

第64期
（平成19年３月31日）

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なものは次のとおりであります。

（資産の部）   

売掛金 1,489百万円

未収入金 364 

短期貸付金 1,388 

（負債の部）   

買掛金 11,308 

２　受取手形裏書譲渡高                  25百万円

※３　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

投資有価証券 28百万円

　担保付債務は次のとおりであります。

買掛金 7百万円

４　保証債務

下記のとおり銀行借入金に対し、債務保証を行っております。

KYOSHIN EUROPE LTD. 54百万円

計 54百万円
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（損益計算書関係）

第64期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　関係会社との主な取引の金額は次のとおりであります。

仕入高 42,952 

受取配当金 669 

※２　販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおりであります。

支払運賃 376百万円

従業員給料手当 1,424 

賞与 871 

福利厚生費 287 

退職給付引当金繰入額 225 

減価償却費 239 

なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用の割合は約６割であります。

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械及び装置 0百万円

土地 310 

車両運搬具 0 

工具・器具及び備品 1 

ゴルフ会員権 2 

計 314 

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械及び装置 1百万円

工具・器具及び備品 0 

ゴルフ会員権 4 

計 5 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 1百万円

工具・器具及び備品 2 

ソフトウェア 8 

計 12 

（株主資本等変動計算書関係）

第64期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 7,940 － － 7,940

自己株式 － － － －

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月19日

定時株主総会
普通株式 436 55 平成18年３月31日 平成18年６月19日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

  該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第64期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成19年３月31日現

在）

 キャッシュ・フロー計算書の「現金及び現金同等物の期末残高」と貸借対照表の「現金及び預金」の金

額は一致しております。

（リース取引関係）

第64期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

構築物 7 5 2

車両及び運搬具 6 3 2

工具・器具及び備品 3 3 0

無形固定資産 101 98 3

合計 119 110 8

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6百万円

１年超 2 

計 9 

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払利息相当額 3百万円

(4）減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする　定額法によっております。

・支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。
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（有価証券関係）

第64期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） 

　１　その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

　 種類
取得原価
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

(1）株式 571 1,592 1,021

(2）債券    

①　国債・地方債

等
― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 172 244 71

(3）その他 ― ― ―

小計 743 1,836 1,093

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

(1）株式 48 35 △12

(2）債券    

①　国債・地方債

等
― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 48 35 △12

合計 791 1,872 1,080

２　当事業年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 売却損益の合計額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

３　時価評価されていない主な有価証券の内容および貸借対照表計上額（平成19年３月31日）

その他有価証券

非上場株式 　295百万円

４　その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成19年３月31

日）

記載対象はありません。
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（退職給付関係）

第64期

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日）

①　退職給付債務 2,310百万円

②　年金資産 2,872百万円

③　未積立退職給付債務（①－②） △562百万円

④　未認識数理計算上の差異 △150百万円

⑤　未認識過去勤務債務 －百万円

⑥　小計（③－④－⑤） 　△411百万円

⑦　前払年金費用 564百万円

⑧　退職給付引当金（⑥＋⑦） 152百万円
　  

　（注）　当社が加入する企業年金については、複数事業主制度のもと、拠出に対応する年金資産の額を合理的

に計算することができないため、当社の掛け金割合により算出しております。

当事業年度末における当該年金資産の額は、1,844百万円であります。

３　退職給付費用に関する事項（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

①　勤務費用 214百万円

②　利息費用 47百万円

③　期待運用収益 52百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 16百万円

⑤　過去勤務債務の費用処理額 －百万円

⑥　退職給付費用（①＋②－③＋④＋⑤） 　225百万円
　  

（注）　複数事業主制度の企業年金への掛け金拠出額110百万円は勤務費用に含めております。　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率   2.0 ％

③　期待運用収益率   2.0 ％

④　過去勤務債務の額の処理年数    1年

⑤　数理計算上の差異の処理年数   12年
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（税効果会計関係）

第64期
（平成19年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

［流動資産］

（繰延税金資産）   

未払賞与 168百万円

未払事業税 46 

未払金 16 

その他 1 

繰延税金資産合計 233 

繰延税金資産の純額 233 

［固定資産］

（繰延税金資産）   

投資有価証券評価損 51 

関係会社株式評価損 111 

役員退職慰労引当金 35 

その他 48 

繰延税金資産合計 247 

（繰延税金負債）   

退職給付引当金 165百万円

その他有価証券評価差額金 434 

繰延税金負債合計 599 

繰延税金負債の純額 352 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 （単位：％）

法定実効税率 40.2

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △7.5

法人税等追徴税額 1.8

外国税額控除 △3.2

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.5
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（持分法損益等）

　関連会社につきましては、損益等からみて重要性に乏しいため記載しておりません。

（企業結合等関係）

第64期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（親会社による完全子会社化）

当社は、平成18年６月21日開催の取締役会において、日東電工㈱を完全親会社とするため株式交換を行うこと

を決議し、平成18年６月23日付で株式交換契約書を締結いたしました。

(1）結合企業の名称、事業の内容、取引の概要

①　名称　日東電工㈱（完全親会社）

②　事業の内容

工業用材料、電子材料、機能材料の製造および販売

③　株式交換の目的

日東電工グループは、資本関係を強固なものとすることでグループ連結経営を強化しつつ、グローバリ

ゼーションの進展とともに今後更に機動性と柔軟性を確保するために、実施するものです。

④　株式交換の内容

日東電工㈱が当社の完全親会社となり、当社が日東電工㈱の完全子会社となるため、平成18年９月１日

をもって、当社の株主（日東電工㈱を除く）の保有する株式が日東電工㈱に移転するとともに、当社の

株主（日東電工㈱を除く）は日東電工㈱が所有する同社の普通株式の割当を受け、日東電工㈱の株主

となりました。

⑤　株式交換比率

株式の交換比率は当社の普通株式１株に対して日東電工㈱の普通株式0.31株であります。なお、新株の

発行に代えて、日東電工㈱の保有する自己株式1,205,900株（評価額4,766百万円）を移転いたしました。
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（１株当たり情報）

項目
第64期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 2,438円93銭

１株当たり当期純利益 247円59銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ―――

　（注）算定上の基礎

　１株当たり純資産額

 第64期末
（平成19年３月31日）

純資産の部の合計額 19,365百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ―――

普通株式に係る期末の純資産額 19,365百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 7,940千株

　１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
第64期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当期純利益 1,965百万円

普通株主に帰属しない金額 ―――

普通株式に係る当期純利益 1,965百万円

普通株式の期中平均株式数 7,940千株

（重要な後発事象）

第64期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（親会社による吸収合併）

　当社は、平成19年４月26日開催の取締役会において、当社が日東電工㈱に平成19年７月１日を効力発生日と

して吸収合併されることを決議し、平成19年４月27日付をもって合併契約を締結しました。

(1）合併の目的

日東電工グループは、市場のグローバル化に対応しグループ固有の基幹技術に立脚したソリューショ

ンを提供できる体制を構築するため、グループ内で扱っている事業をシンプルな構造に再編し、さらな

るグループ一体となった競争力向上を目指すものです。

(2）合併の方式

日東電工㈱を存続会社とする吸収合併方式とし、当社は消滅会社となります。
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④　附属明細表

有価証券明細表

　株式

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

KOREA NITTO OPTICAL CO.,LTD.

　
624,400 291

三菱電機㈱ 220,108 267

シャープ㈱ 81,913 185

ローム㈱ 15,920 170

㈱村田製作所 14,602 124

㈱東芝 113,954 89

㈱ニチコン 49,518 78

㈱安川電機 55,732 77

ＳＵＭＣＯ ＴＥＣＨＸＩＶ㈱ 12,988 64

カシオ計算機㈱ 23,605 60

㈱ノリタケカンパニーリミテド 74,648 43

㈱ＪＳＰ 26,681 38

太陽誘電㈱ 15,183 37

オムロン㈱ 11,002 34

コマニー㈱ 17,300 31

㈱カネカ 25,000 28

野村ホールディングス㈱ 11,251 27

大和冷機工業㈱ 31,689 25

タツタ電線㈱ 64,465 23

㈱島津製作所 22,369 22

沖電気工業㈱ 91,694 20

㈱みずほフィナンシャルグループ 23 18

アマノ㈱ 11,750 16

日本ケミコン㈱ 15,180 15

㈱三菱東京ＵＦＪフィナンシャル

・グループ
11 15

松尾電機㈱ 59,918 12

三菱自動車工業㈱ 56,326 10

日本精機㈱ 3,630 10
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銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

㈱デンソー 2,200 9

㈱日立製作所 10,500 9

ブラザー工業㈱ 5,787 9

愛知電機㈱ 22,215 8

その他（15銘柄） 70,312 43

計 1,861,886 1,924

　債券

銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

ファンド・オブ・オールスター・

ファンズ
106,001,660 108

第６回公社債投資信託 50,000,000 50

三井住友・日本株オープン 44,314,455 45

第１回公社債投資信託 10,000,000 10

第３回公社債投資信託 10,000,000 10

第４回公社債投資信託 10,000,000 10

第12回公社債投資信託 10,000,000 10

計 － 244
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有形固定資産等明細表

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 713 0 2 711 408 19 303

構築物 5 － － 5 5 0 0

機械及び装置 14 6 5 14 8 2 6

車両及び運搬具 9 － 6 3 2 0 0

工具・器具及び備品 224 18 29 213 147 52 65

土地 470 － 3 466 － － 466

有形固定資産計 1,437 25 47 1,414 572 74 842

無形固定資産        

のれん 171 － － 171 171 34 －

ソフトウェア 816 66 175 707 399 165 308

その他 22 － － 22 0 0 21

無形固定資産計 1,011 66 175 901 571 200 329

引当金明細表

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 22 51 13 1 60

役員賞与引当金 － 32 － － 32

役員退職慰労引当金　 104 22 37 － 89

　（注）貸倒引当金の当期減少額のその他1百万円は、洗替による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

１　現金及び預金

区分 金額（百万円）

預金の種類  

当座預金 3,333

普通預金 27,008

小計 30,341

現金 4

計 30,346

２　受取手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

オルガノ㈱ 156

ナニワ研磨工業㈱ 122

磐城産業㈱ 106

千代田電資㈱ 102

森六㈱ 101

日本ケンブリッジフィルター㈱他 3,765

計 4,355

(b）決済期日別内訳

　 20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 計

受取手形金額（百万円） 1,268 1,035 1,271 679 81 18 4,355

３　売掛金

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

TAIWAN NITTO OPTICAL CO., LTD. 19,716

NITTO DENKO (SUZHOU) CO., LTD. 8,122

KOREA NITTO OPTICAL CO., LTD. 7,857

NITTO DENKO (HK) CO., LTD. 6,205

SHANGHAI NITTO OPTICAL CO., LTD. 5,787

日本発条㈱他 66,255

計 113,945

(b）回収状況及び滞留状況

繰越高 (A)
（百万円）

発生高 (B)
（百万円）

回収高 (C)
（百万円）

期末残高 (D)
（百万円）

回収率
C

A＋B
（％）

滞留期間
（日）

103,097 498,818 487,970 113,945 81.1 79.6

　（注）１　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記発生高には消費税等が含まれております。
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２　滞留期間は次の算式によっております。
(A)＋(D)

÷
(B)

2 366

４　製商品・原材料・仕掛品

区分 主要品目
製商品
（百万円）

原材料
（百万円）

仕掛品
（百万円）

計
（百万円）

東北事業所 医療関連材料 447 341 332 1,121

関東事業所 ふっ素樹脂製品 224 175 755 1,155

豊橋事業所

表面保護シート

両面接着テープ

紙テープ

ゴムテープ類

ポリエステルテープ

液晶表示関連材料

シーリング材料

2,087 1,055 4,882 8,026

亀山事業所

半導体・ＩＣパッケージ用粉末樹脂

フレキシブルプリント回路板

液晶表示関連材料

740 1,420 2,231 4,392

滋賀事業所 高分子分離膜・モジュール 620 224 311 1,157

尾道事業所 液晶表示関連材料 1,341 2,822 9,228 13,392

本社・支店 包装テープ等 632 46 － 678

計 － 6,095 6,087 17,742 29,924

５　貯蔵品

区分 金額（百万円）

試作材料 529

消耗治工具 317

修繕料他 398

計 1,245

６　関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

子会社株式  

NITTO AMERICAS,INC. 5,828

その他（61社） 45,806

子会社株式計 51,635

計 51,635

７　買掛金

相手先 金額（百万円）

パナック㈱ 18,879

大日本印刷㈱ 5,044

㈱クラレ 4,962

三井物産㈱ 4,033

㈱カネカ 4,001
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相手先 金額（百万円）

コニカミノルタオプト㈱他 41,811

計 78,732

８　設備関係未払金

相手先 金額（百万円）

 鹿島建設㈱ 3,890

 椿本興業㈱ 3,798

 高砂熱学工業㈱ 904

 東芝機械㈱ 562

 清水建設㈱ 517

 ㈱東京カソード研究所他 9,231

計 18,906

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 ６月

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、100株券および100株未満株券並びに当社が特に必要

と認めた株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日（期末配当）、９月30日（中間配当）

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階）

東京証券代行㈱

株主名簿管理人 東京証券代行㈱

取次所 中央三井信託銀行㈱　本店および全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録 　

株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

株券登録料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り・買増し 　

取扱場所
東京都千代田区大手町二丁目６番２号（日本ビル４階）

東京証券代行㈱　

株主名簿管理人 東京証券代行㈱

取次所 中央三井信託銀行㈱　本店および全国各支店

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法 大阪市において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１) 臨時報告書 　 　 　
平成19年４月27日

関東財務局長に提出
　

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号および第７号の３の規定に基づく臨時報告書であります。

　

(２)

　

有価証券報告書

およびその添付書類

　

事業年度

（第142期）

　

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日

　

　

　

平成19年６月22日

関東財務局長に提出

　

　

　

(３) 臨時報告書 　 　 　
平成19年６月22日

関東財務局長に提出
　

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書であります。

　

(４)

　

有価証券届出書

およびその添付書類

　

　

　

　

　

　

　

平成19年７月27日

関東財務局長に提出

　

　

　

(５)
臨時報告書の

訂正報告書 
　 　 　

平成19年７月30日

関東財務局長に提出
　

　　平成19年６月22日提出の企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書に係

る訂正報告書であります。

　

(６)
有価証券届出書の

訂正届出書
　 　 　

平成19年７月30日

関東財務局長に提出
　

　　平成19年７月27日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

　

(７)
有価証券届出書の

訂正届出書
　 　 　

平成19年９月14日

関東財務局長に提出
　

平成19年７月27日提出の有価証券届出書ならびに平成19年７月30日提出の有価証券届出書の訂正届出書に係る訂正

届出書であります。

　

(８)
有価証券報告書の

訂正報告書
　 　 　

平成19年10月４日

関東財務局長に提出
　

平成19年６月22日提出の第142期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）有価証券報告書に係る訂正報告書

であります。

(９) 半期報告書 （第143期中）
自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日
　
平成19年12月17日

関東財務局長に提出
 

　 　 　 　 　 　  

(10) 臨時報告書 　 　 　
平成20年２月26日

関東財務局長に提出
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企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月22日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東電工株

式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東電工

株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報 

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年4月27日開催の取締役会において、完全子会社である共信株式

会社及び日東電工マテックス株式会社を平成19年7月1日を効力発生日として吸収合併することを決議し、同日付をもって

それぞれ合併契約を締結している。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月20日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日東電工株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東電工

株式会社及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月22日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東電工株

式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第142期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東電工株式

会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

追記情報 

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年4月27日開催の取締役会において、完全子会社である共信株式

会社及び日東電工マテックス株式会社を平成19年7月1日を効力発生日として吸収合併することを決議し、同日付をもって

それぞれ合併契約を締結している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月20日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日東電工株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第143期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東電工株式

会社の平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。

独立監査人の監査報告書

   平成20年６月20日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  
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指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共信株式

会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信株式会社

の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年4月27日付で日東電工株式会社との合併契約を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。
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